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MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

この資料では、社名表示に次の略称を使用している箇所があります。

・ ＭＳ＆ＡＤホールディングス （＝ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス㈱）

・ ＭＳ＆ＡＤ （＝ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ）

・ ＭＳＩＧ （＝三井住友海上グループホールディングス㈱）

・ 三井住友海上、ＭＳＩ （＝三井住友海上火災保険㈱)

・ あいおい損保、ＩＯＩ （＝あいおい損害保険㈱)

・ ニッセイ同和損保、ＮＤＩ （＝ニッセイ同和損害保険㈱)

・ あいおいニッセイ同和損保、ＡＤＩ （＝あいおいニッセイ同和損害保険㈱）

・ 三井ダイレクト損保、MD （＝三井ダイレクト損害保険㈱)

・ 三井住友海上きらめき生命 （＝三井住友海上きらめき生命保険㈱)

・ あいおい生命 （＝あいおい生命保険㈱)

・ 三井住友海上あいおい生命、MSA生命 （＝三井住友海上あいおい生命保険㈱）

・ 三井住友海上プライマリー生命、MSプライマリー生命 （＝三井住友海上プライマリー生命保険㈱）

予想および見通しに関する注意事項

この資料に記載されている内容のうち、ＭＳ＆ＡＤホールディングスならびにグループ各社の将来に関する計画や戦略、
業績に関する予想や見通しは、現時点で把握できる情報から得られた当社グループの判断に基づいています。
実際の業績は、さまざまな要因によりこれらの業績見通しと異なる結果になり得ることをご承知おき下さいますようお願い
いたします。実際の業績に影響を及ぼし得る要因としては、(1)事業を取り巻く経済動向、(2)保険業界における競争激化、
(3)為替レートの変動、(4)税制など諸制度の変更、などがあります。

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

金融サービス事業

リスク関連サービス事業

海外子会社

国内損害保険事業

国内生命保険事業

海外事業

持株会社

MS&ADインシュアランス グループの概要
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Ⅰ. 2013年度決算のレビューと2014年度通期見込み

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

2012年度 2013年度
前期比 増減率

元受正味保険料※ 28,864 30,693 1,829 6.3% 

正味収入保険料※ 26,394 28,095 1,701 6.4% 

生命保険料 5,690 6,789 1,099 19.3% 

経常利益 1,503 1,902 399 26.6%

当期純利益 836 934 98 11.8%

2012年度 2013年度

前期比 増収率

三井住友海上（単体） 13,142 13,845 702 5.3% 

あいおいニッセイ同和
損保（単体）

11,032 11,446 413 3.8% 

三井ダイレクト損保 352 355 2 0.8% 
海外保険子会社 1,861 2,406 544 29.2% 

2012年度 2013年度

前期比

三井住友海上（単体） 426 580 153 
あいおいニッセイ同和損保
（単体）

188 131 △ 57 

三井ダイレクト損保 3 1 △ 1 

三井住友海上あいおい生命 4 66 62 
三井住友海上プライマリー生命 103 179 75 

海外保険子会社 126 199 72 

その他・連結調整等 △ 17 △ 224 △ 207 

主要項目 （ＭＳ＆ＡＤホールディングス（連結））

2013年度決算の概要

1

• 元受正味保険料は、前期比＋6.3％増収し、3兆円を突破

• 経常利益は、大雪の影響があったものの、資産運用の大幅増益により前期比＋26.6％の1,902億円、当期純利益は、前期比
＋11.8％の934億円と、MS&ADグループ発足以来の最高益を達成

（億円）

正味収入保険料の内訳 当期純利益の内訳

※自動車保険「もどリッチ」（満期精算型払戻金特約付契約)の払戻充当保険料を除いたベース（以下同じ）。 元受正味保険料は、収入積立保険料を含まない。

※子会社の利益は、出資持分ベース

（億円） （億円）



MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

連結経常利益の増減要因

2013年度決算のポイント

2

• 2月の大雪影響により△678億円の影響があったが、大雪を除く国内損保事業の引受利益は前期比＋347億円と大きく改善

• 成長分野である国内生保、海外事業では、それぞれ前期比100億円を超える増益

（億円） 【連結経常利益】

2012年度 2013年度 差額

(a) (b) (b)-(a)

連結経常利益 1,503 1,902 399

国内損保※1

２月の大雪に係る

保険引受利益影響額※2
- △ 678 △ 678

国内損保※1

保険引受利益
（２月の大雪除き）

△ 30 317 347

国内損保※1

資産運用損益・その他
942 1,660 717

国内生保子会社 464 573 109

海外保険子会社 188 298 110

その他連結調整等 △ 62 △ 268 △ 206

※1 国内損保は、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の金額の合計
※2 異常危険準備金の取崩額を含む

（億円）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

• 国内損保の成長戦略、海外事業の業容拡大により、増収見込み

• 経常利益1,500億円、当期純利益は1,000億円を予想

• 当期純利益では、生保事業で減益となるものの、国内損保、海外事業が牽引し、グループ全体としては引き続き増益の見込み

2014年度通期見込みの概要

3

2013年度 2014年度（見込）
前期比 増減率

正味収入保険料 28,095 29,250 1,154 4.1% 

生命保険料 6,789 6,310 △479 △7.1%

経常利益 1,902 1,500 △ 402 △ 21.2%

当期純利益 934 1,000 65 7.0%

2013年度 2014年度（見込）

増収率

三井住友海上（単体） 13,845 14,330 3.5% 

あいおいニッセイ同和損保
（単体）

11,446 11,560 1.0% 

三井ダイレクト損保 355 362 1.8% 
海外保険子会社 2,406 2,940 22.2% 

正味収入保険料の内訳 当期純利益の内訳

2013年度 2014年度（見込）

前期比

三井住友海上（単体） 580 620 39 
あいおいニッセイ同和損保
（単体）

131 340 208 

三井ダイレクト損保 1 1 △ 0 

三井住友海上あいおい生命 66 10 △ 56 
三井住友海上プライマリー生命 179 120 △ 59 

海外保険子会社 199 240 40 

その他・連結調整等 △ 224 △ 331 △ 107 

（億円） （億円）

主要項目 （ＭＳ＆ＡＤホールディングス（連結）） （億円）

※子会社の利益は、出資持分ベース



MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

Ⅱ.前中期経営計画「ニューフロンティア2013」による到達点

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

成長力

•損保保険料ボリュームでグロ-バルTop 10以内

•国内No.1の品質と規模の代理店ネットワーク

•損保No.1の販売基盤を強みに高い成長を維持
し続ける生保事業

•成長市場のASEANにおいて No.1のポジションと
ブランド力を強みに成長を続ける海外事業

収益力

•コンバインドレシオは安定的に 95%を切る水準

•世界トップレベルの保険会社と同水準のROE

•国内損保・国内生保・海外の分散が効き、
収益バランスが取れた事業ポートフォリオ

健全性 •AA格水準に見合う財務健全性

人財力 •チャレンジする企業文化と人財

経営基盤
•ERMサイクルを基盤とし、成長性・収益性・資本効
率性・健全性を同時実現できる経営態勢

• 2010年4月の３社経営統合以来、「世界トップ水準の保険・金融グループ」をグループの目指す姿に据え、経営を執行

• 経営統合後最初の４年間を態勢整備のステージと位置づけ、中期経営計画「ニューフロンティア2013」を着実に推進

グループが目指す姿

4
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持続的成長と企業価値向上

世界トップ水準の保険・金融グループ
ﾐｯｼｮﾝ

経営統合により誕生した国内最大の
損害保険会社グループ（2010年4月）
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経営数値目標の達成状況

5

• 正味収入保険料、生命保険・保有契約年換算保険料は、計画値を着実に達成

• グループコア利益及びグループROEは、2月の大雪の影響により見込には届かなかったものの、グループコア利益は前期比
+8.5%の948億円となり、グループ発足以来最高益を実現

グループコア利益
（億円）

ステージ２ステージ１ ステージ２ステージ１

145

(0.8％)

△875

(△5.6%)

874

(5.0%)

948

(4.5%)

△1,500

△1,000

△500

0

500

1,000

1,500

2010 2011 2012 2013

（億円）

（年度）

※1 三井住友海上あいおい生命の数値（団体保険を除く）。
三井住友海上プライマリー生命は含まない。

※2 「グループコア利益」「グループＲＯＥ」の定義は補足資料23ページご参照

グループコア利益 ※カッコ内はグループROE

国内損保事業

海外事業

国内生保事業

金融ｻｰﾋﾞｽ/ﾘｽｸ関連事業

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2013年度
実績 実績 実績 実績 見込

 連結正味収入保険料 25,414 25,588 26,394 28,095 28,000

2,790 2,960 3,197 3,358 3,330

 グループコア利益
※2 145  875 874 948 1,100

 国内損保事業 65 197 619 478 720

 国内生保事業 41 43 98 244 160

 海外事業 18  1,123 135 180 180

 金融ｻｰﾋﾞｽ事業/

ﾘｽｸ関連事業
19 7 20 44 40

グループＲＯＥ
※2 0.8%   5.6% 5.0% 4.5% 5.3%

 生命保険 保有契約
 年換算保険料※1

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

• 経営統合を着実に進め、国内損保事業の収益力を回復、国内生保事業は安定した収益基盤として確立

• アジア生保事業への進出、システム統合など、更なる飛躍のための基盤を整備

• 東日本大震災やタイ洪水、欧州金融危機などに見舞われたものの、着実に収益を確保

「ニューフロンティア2013」による到達点

6

課題 「ニューフロンティア2013」での取り組み

経営統合の着実な推進

• あいおい損保とニッセイ同和損保の合併
• 三井住友海上きらめき生命とあいおい生命の合併
• MSIとADIのシステム統合
• ASEAN No. 1ポジションの確立
• 機能別再編を開始

国内損保事業の収益力
の回復

マザーマーケットで着実に収益があがる基盤を確立

タイ洪水による損失を
契機としたリスク管理機能
強化

• リスク評価の見直し
• 内部モデルの高度化
• 統合リスク管理態勢の強化

成長領域への事業投資
• アジア生保事業への投資
• MSプライマリー生命の100%子会社化

「Next Challenge 2017」にもたらす効果

経営統合 最もコストを要するフェーズが
終了。今後はスケールメリット
を最大限に享受できる段階へ

国内損保事業 国内No.1のマーケットシェアに
より、国内損保事業収益改善
のメリットを最大に享受

国内生保事業 グループ利益への高い貢献

海外事業 世界で最も成長する市場であ
るアジアを中心に、市場の成
長を取り込んで事業の成長を
持続

0

100

200

300

400

500

600

700

2010 2011 2012 2013

損保系生保の経常利益の推移

MS&AD

A社グループ

B社グループ

（年度）

（億円）

コンバインドレシオ（W/P）の推移コンバインドレシオ（W/P）の推移

（年度）

95.0%

100.0%

105.0%

110.0%

115.0%

120.0%

2010 2011 2012 2013
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国内損保事業における到達点

7

• 経営統合の進展により成長が加速、課題であった自動車保険収支改善取組みが軌道に乗り、2月の大雪/タイ洪水の影響除き・
異常危険準備金前の保険引受利益（修正保険引受利益）は着実に改善

正味収入保険料収入の推移 修正保険引受利益※の推移

自動車Ｅ.Ｉ.コンバインドレシオの推移 経常利益の推移

23,278 
23,438 

24,174 

25,291 

22,000

22,500

23,000

23,500

24,000

24,500

25,000

25,500

2010 2011 2012 2013

△837
△652

△443

200

△ 1,000

△ 800

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

2010 2011 2012 2013

210

△962

912
1,298

△ 1,500

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

2010 2011 2012 2013

73.6% 71.4% 69.3% 66.4%

33.3% 33.3%
32.3%

32.7%

106.9% 104.7% 101.6% 99.1%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

2010 2011 2012 2013

（億円） （億円）

（億円）

※異常危険準備金反映前保険引受利益
（２月の大雪およびタイ洪水のインカードロスを除く）

＜グラフの数値はいずれも、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値＞

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

コンバインドレシオEI損害率 事業費率

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

3,031 

4,619 

5,119 4,964 

5,881 
15.2

16.4
18.0

20.0

21.1

2,681 2,790 2,960 
3,197 3,358 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0

5

10

15

20

2009 2010 2011 2012 2013

（兆円） （億円）エンベディッド・バリュー（右軸） 2011年4月完全子会社化

31,375 30,830 31,225 

36,614 
40,243 

89

187

59

103

179

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

0

100

200

2009 2010 2011 2012 2013

（億円）（億円）

(年度)

三井住友海上あいおい生命 三井住友海上プライマリー生命

国内生保事業における到達点

8

• 特徴ある２つの生命保険会社が着実に成長し、グループの企業価値拡大、利益拡大に大きく貢献

‒ 三井住友海上あいおい生命は、保有契約高 21.1兆円、保有契約年換算保険料 3,358億円を達成。 ＥＶは 5,881億円まで成長

‒ 三井住友海上プライマリー生命は、保有契約高が4兆円を突破。完全子会社化（2011年度）以降、３年間の純利益累計は342億円

保有契約高・保有契約年換算保険料とEVの推移 保有契約高と純利益の推移

純利益（右軸）

保有契約高（左軸）

(年度)

※保有契約高、保有契約年換算保険料は、個人保険と個人年金保険の合計
※三井住友海上あいおい生命のエンベディッド・バリューは、2009年度は三井住友

海上きらめき生命とあいおい生命のTEVの合計、2010年度は2社合計のEVをEE
Vで試算した参考値、2011年度以降はEEVを表示

保有契約高（左軸）

保有契約年換算保険料（右軸）
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インド
12位/27社

中国
38位/62社

香港
10位/83社

台湾
4位/19社

ASEAN諸国

海外事業における到達点

海外事業の正味収入保険料と当期純利益

• 高いＧＤＰ成長率ならびに一人当たり保険料拡大余地の見込めるアジアにおいて確固たるマーケットポジションを確立（ASEAN
地域において域内損保総収入保険料No.1）

• さらにインド、インドネシア、マレーシアなど主要市場で生保の戦略的資本提携を行い、新たな成長基盤を構築

シンガポール
4位/53社

マレーシア
2位/26社

タイ
4位/65社

インドネシア
9位/84社

フィリピン
3位/81社

ベトナム
15位/29社

アジア
58%

欧州
23%

米州
15%

再保険
4%

3,690億円
（2013年度）

9

（出所）各国の損保協会等の公表データ（2012年度データ）よりMS&AD調べ

ASEAN諸国における
総収入保険料ランキング

No.2

No.3

MS&AD

米国系Ａ社

欧州系Ｂ社

No.1No.1

※1 出典: スイス再保険発行の“シグマレポート” 2011-2012
※2 オセアニアを含み、日本を除く
※3 一人当たり損害保険料はスイス再保険発行の「シグマ」2012に記載のデータ及びIMF世界経済観

測データベースのデータに基づいて算出

10%

0%

5%

北米

中米/南米

欧州

アジア

一人当たり
損害保険料※3

ロイズ

北米欧州南米アジア

市場成長率※1

$1,000 $2,000$100 $200 $750

アジア※2

ロイズ

欧州

北米

中米/
南米

正味収入保険料 3,690億円

当期純利益 180億円

【2013年度実績】

当社グループの収入保険料の市場別分布

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

Ⅲ. 新中期経営計画「Next Challenge 2017」
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経営数値目標

10

• 計画最終年度である2017年度には、損保コンバインドレシオ95%以下、グループコア利益1,600億円、生保ＥＶ増加額450億円超､
ROE7%を達成

グループコア利益

事業数値

2013年度 2014年度 2015年度 2017年度

実績 見込 目標 目標

グループコア利益 948 1,000 1,200 1,600

国内損保事業 478 610 760 1,000

国内生保事業 244 130 130 160

海外事業 180 220 270 390

金融ｻｰﾋﾞｽ事業
/ﾘｽｸ関連事業

44 40 40 50

<参考>消費税影響※

（税後）
△40 △300 △400 △480

2013年度 2014年度 2015年度 2017年度

実績 見込 目標 目標

連結正味収入保険料 28,095 29,250 30,000 31,000

コンバインドレシオ
（国内損保）

98.2% 100% 95%水準 95%以下

MSA生命EV増加額 916 430 400超 450超

グループROE 4.5% 4.5% 5.4% 7.0%

グループコア利益とグループROE

連結正味収入保険料と損保コンバインドレシオ

（億円）

（億円）

（億円）

グループROE（右軸）

国内損保事業 海外事業国内生保事業

金融ｻｰﾋﾞｽ/ﾘｽｸ関連事業

（年度）

（億円） 損保コンバインドレシオ（右軸）連結正味収入保険料

※2014年4月～2015年9月までは8%、2015年10月以降は10%と仮定した試算値

4.5% 4.5%

5.4%

7.0%

948 1,000
1,200

1,600

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

• 特長・強みを発揮した成長戦略
• 機能集約による効率化

基本戦略

11

成長の持続

• 「機能別再編」により、特長・強みを発揮した成長戦略と機能集約による効率化を図り、成長と収益性向上を実現

• 「ＥＲＭ経営」の推進により、財務健全性の確保と資本効率向上を同時実現

収益性の向上 健全性の確保 資本効率の向上

不断の品質向上取組み

持続的な成長サイクル

お客さまからの支持・信頼

保険収支の安定的黒字化

統合シナジーの発揮

強固な財務基盤

リスクの適切な管理

リスク・リターン管理

最適資源配分

リターン
（利益）

資本 リスク
健全性

バランス

時間

機能別再編の完遂 ERM経営の推進

合併を選択した場合の
成長イメージ

リスクの選好
（リスクアペタイト）

経営計画策定

計
画
連
動

経
営
戦
略
と

リ
ス
ク
管
理
の
整
合

成
長

機能別再編に
よる成長イメージ
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Ⅲ. 新中期経営計画「Next Challenge 2017」

機能別再編を軸とした成長戦略

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

三井住友海上 あいおいニッセイ同和損保 三井ダイレクト損保

事業
コンセプト

商品再編 船舶、航空・宇宙、
貨物・運送を集約

チャネル
再編

ＡＤＩを主たる取引先とする
モーターチャネルを集約

地域再編
（含む拠点
共同利用）

地域における拠点の集約・統廃合、販売網（取扱い契約）移行
ＭＳＩ・ＡＤＩの近接拠点の集約、同一ビルの共同利用

海外再編 日系企業事業をＭＳＩに集約、ＡＤＩはトヨタリテール事業を展開

損保事業 生保事業

グループ成長戦略
• 中核損保2社の事業コンセプトを明確にし、お客さまに対し複数の選択肢を提供することで、様々なマーケットと多様化するお客
さまニーズに幅広く対応

• 第三分野（長期）商品については三井住友海上あいおい生命に集約するなど、グループ各社の事業コンセプトと強みがより明確
になり、グループとしての成長力が向上

グローバルに全保険マーケットを捕捉

伝統的
生保

第三分野 個人年金

国
内

海

外

三井住友
海上プライ
マリー生命

三井住友海上
あいおい生命

アジア生保事業

ノウハウ※

提供

※商品・販売・リスク管理に関するノウハウの提供

第三分野（長期）
商品を集約

総合力 地域密着

グローバル化 独自性

インターネット直販

・非価格戦略の推進
・ﾛｰｺｽﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ
による収益性の確保

12

機能別再編

あいおいニッセイ
同和損保

三井住友海上



MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

23,279 23,439 

24,174 

25,291 

25,890 

26,400

27,700

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

2010 2011 2012 2013 2014

見込

2015

目標

・・・ 2017

目標

国内損保事業 ～増収効果～

13

• 一時コスト・ロードを抑制しつつ、グループ経営の効率性向上を進め、スピード感を持った事業展開を遂行

• 中核損保2社が、それぞれの強みや独自の事業戦略に経営資源を集中投下し、より高い品質・競争力をもった戦略展開を実現
し、成長を加速

ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ2013 Next Challenge 2017

（年度）

【ＭＳＩの主な戦略】
• 成長領域の確実な捕捉（産業構造変化から生まれる成長産業、ニューリスク）
• 大企業、中堅・中小企業開拓（グローバル対応／海外進出企業支援等）
• 代理店販売態勢強化戦略

【ＡＤＩの主な戦略】
• プロ代理店、モーター代理店に対する独自ノウハウ、施策の展開
• トヨタ販売店特化商品の投入等を通じた新規契約の拡大
• ニッセイとの連携強化によるニッセイ職員の損保販売活動拡大

正味保険料収入の推移正味保険料収入の推移

【機能別再編効果】
１．収益シナジー

• 地域集約によるサービス品質と販売力向上
• 海上、航空・宇宙保険分野集約による市場開拓力強化
• モーターチャネルでの高い存在感と専門性の発揮
• 拠点・ノウハウ・サービス共同利用、共同取組みによる
シナジー発揮

２．絶え間ない成長
• 一時コスト・ロードを抑制し、効率化を実現

機能別再編

（億円）
＜三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値＞

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

国内損保事業 ～効率化効果～

• 機能別再編にかかる一時コスト82億円は2013年度に特別損失として一括計上済

• 2017年度には、年間500億円（2011年度対比）のコスト削減効果を実現

機能別再編の効率化効果（2011年度対比）

効
率
化
効
果

再
編
コ
ス
ト

ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ2013 Next Challenge 2017

機能別再編に係る一時コスト
82億円を一括特損計上

（億円）

※機能別再編の効果と機能別
再編を契機とした更なるコスト
削減による効果を含む。

＜社費増加要素 +500＞
• 消費税増税、社保料率・退給費用引上げ影響 （+200）
• ユニティ※１減価償却費、ホスト統合、長期移行 （+160）
• 収保増に伴う物件費 等 （+140）
※その他、保険金（付帯費）と相殺になる関連会社内製化 （+110）

機能別再編

コスト削減額

機能別再編 等※
△395

ユニティ※1運営費
削減
△105

2017年度
コスト削減額

△500

見通し

（年度）

14

※１ 「ユニティ」は統合新シス
テムのペットネーム
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海外保険事業の成長戦略

海外事業 ～戦略～

15

• 日系企業事業をMSIに集約し、ADIはトヨタリテール事業中心に展開

• グループの成長ドライバーとして、新規事業投資・M&Aを含め積極的に展開

三井住友海上 あいおいニッセイ同和損保 • 両社ファシリティの相互活用
による業務運営の一体化

• 収益性・効率性の向上

新規事業投資・Ｍ＆Ａを含む
総合的事業展開

トヨタリテール事業を
中心に展開

日系企業事業日系企業事業

海
外
事
業
再
編

 事業規模の拡大と事業運営の効率化による収益
安定化

 自動車リテール事業の展開国拡大の検討

トヨタ

リテール

 リスク・リターン向上に資する受再ポートフォリオの
構築
• 自然災害リスク受再：地域・リスク分散の推進
• 一般保険リスク受再：収益性を重視しつつ

顧客基盤を拡大

再保険

 成長が見込め、潜在的な巨大市場であるアジア
に特化

 現地リテール市場に精通し、強固な事業基盤を
有するローカルパートナーとの「合弁」形態により、
競争優位性を実現

 当社グループが有する知識と技術の活用による
シナジーの発揮

アジア

生保

海外

地域

事業

既存事業

新規投資
 Ｍ＆Ａ戦略：成長地域・分野への新規事業投資
 提携戦略：当社と補完的な強み（商品・地域等）を有する

グローバル保険会社との互恵関係の戦略的活用

アジア

ASEAN
主要市場

市場の成長を捉えた規模拡大と収益
性の更なる向上

巨大市場
(インド･中国)

中長期的な規模・収益の拡大

新規進出
市場

将来の成長を睨んだ事業基盤整備

欧州 欧州３事業（ロイズ、英国、欧州大陸）
の利益確保・拡大

北米 保険引受利益の安定的確保

中南米 提携等を活用した体制構築

機能別再編

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

正味収入保険料（損保）の推移 純利益※１の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

2013

実績

2014

見込

2015

目標

・・・ 2017

目標

海外事業 ～効果～

• 市場の成長を着実に取り込み、正味収入保険料、当期純利益とも、着実な拡大を達成

（年度）

（年度）

Next Challenge 2017 Next Challenge 2017

16

※１ グループコア利益ベース

（億円）（億円）

機能別再編

アジア

38%

欧州

10%
米州

7%

再保

険

28%

アジア

生保

17%

2017年度の純利益
の地域別割合

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

2013

実績

2014

見込

2015

目標

・・・ 2017

目標

アジア

59%

欧州

23%

米州

13%

再保険

5%

2017年度の正味収入
保険料の地域別割合
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• 前半２年間（ステージ１）は「態勢強化期間」、後半２年間（ステージ２）は「飛躍実現期間」

• 再編効果の浸透状況を確認・検証し、環境変化を踏まえて、次なる飛躍に向けた戦略を検討・展開

機能別再編の展開

17

２０１０年度～201３年度

ニューフロンティア２０１３

２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度

Ｎｅｘｔ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ２０１７Ｎｅｘｔ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ２０１７

再編の段階的・計画的実施

ステージ１ ステージ２

目指す業績向上ライン

再編効果発現の追求

●
機
能
別
再
編
公
表

再編後事業運営の定着

態勢強化期間

再編
準備

●
機
能
別
再
編
最
終
合
意

２０１８年度以降

態勢整備のステージ 飛躍のステージ 次なる飛躍の
ステージ

次なる飛躍に向けた
戦略の検討・展開

飛躍実現期間

機能別再編

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

Ⅲ. 新中期経営計画「Next Challenge 2017」

ERM経営の推進
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• 財務健全性を確保するとともに、リスク対比リターンの向上と、リスクポートフォリオの効果的な分散により、収益性と資本効率の
向上を実現

• 今年度から資本配賦を開始し、最適な資本配分を指向

全体像

18

コア利益

資本

コア利益

リスク

リスク

資本
ＲＯＥ ＝ ＝ ×収益性と

資本効率性の向上：
グループコア利益1,600億円
グループROE 7%

財務健全性の確保： AA格水準の財務基盤

ERM経営の目的 および 2017年度目標

リスク対比リターン(ROR)の向上 リスクポートフォリオの効果的な分散

■リスクポートフォリオの効果的な分散を図り、最適な資
本配分の下、資本の十分性と効率性をバランスよく
追求

■ROR（リスク対比リターン）とVA（資本コスト控除後利
益）をモニタリング指標として導入し、資本コストを組
み込んだ収益管理により、リスク・リターンを向上

 リスクベース指標に基づいた商品別の方針戦略
 再保険政策を含めたグループの保険リスク保有・引受方針
 ERMの観点からの資産運用ポートフォリオ構築と検証プロセ

スの確立
 Ｍ＆Ａを含めた事業投資戦略

ステージ１における取組み

ERM経営の推進

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

リスク対比リターンの試算値

リスク対比リターン(ROR)の向上

• 経営計画とリスク選好方針を連動させ、ＥＲＭ委員会でリスク・リターン・資本の状況をモニタリングし、検証結果に基づき対応策
・改善策の策定・実行を行うＥＲＭのＰＤＣＡサイクルを構築

19

ERMサイクルにおける
経営計画とリスク選好方針の連動

③対応策・改善策
の策定

②リスク選好状況の
モニタリング

リスク・リターン
指標

ROR・VA

リスク指標 リスクリミット

重要リスク
（KRI・KCI）

①経営計画の遂行

ERM委員会
（新設）

ERM経営の推進

リスク選好方針

ROR=グループコア利益／リスク量
VA=グループコア利益－該当リスク量×資本コスト率

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

2013 2015 2017

グループ全体 国内損保 国内生保 海外事業

※国内生保のうち、MSA生命分については、EEV増加額をリターンとして試算
なお、グループ全体のRORについては、MSA生命分もグループコア利益で計算

（年度）
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リスクウェイトの現状とリスク選好の方向性

事業ドメイン
リスク選好の

方向性

サブドメイン
ﾘｽｸｳｴｲﾄ
（現状）

方向性

国内損保
事業

保険引受 20%弱

資産
運用

政策株式 40%弱

政策株式
以外

20%弱

国内生保
事業

保険引受 10%弱

資産運用 5%弱

海外保険事業 10%強

金融/リスク関連サービス事業 ー

リスクポートフォリオの効果的な分散

• 国内生保事業の伸長はリスクポートフォリオの分散に大きく寄与

• リスク選好方針と経営計画を連動させ、分散の効いたリスクポートフォリオ構築を指向

20

リスクポートフォリオの将来像

ERM経営の推進

国内損保（保険引受）
国内損保（資産運用：政策株式）
国内損保（資産運用：政策株式以外）
国内生保（保険引受）
国内生保（資産運用）
海外保険事業
金融/リスク関連サービス事業

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

財務健全性の確保

• 2014年3月末時点でのエコノミック・ソルベンシー・レシオ(ESR)は183%

• 現時点の市場環境を前提とした試算では2017年度末までにＡＡ格基準の要件に見合う財務基盤を確立する見通し

• 現在検討されている資本規制の動向についても引き続き留意

＜前提とした日経平均株価＞
2013年度末：14,828円
2017年度末：15,000円

資本規制
の動向

• 欧州ソルベンシーⅡ（2016年1月より実施見込み）
• IAIS ComFrame （2018年採択予定）
• 日本（経済価値ベースのソルベンシー規制導入に

向けて検討中）

＜ストレスバッファ＞ グループリスク選好方針において、「大規模な自然
災害の連続発生や金融危機の再来などのストレス
事象への対応、計量化できないリスク事象の発生へ
の対応等に必要な額」をストレスバッファとして再定
義。これを踏まえ再計算し、２０１４年度よりストレス
バッファを5,000億円から7,000億円に引き上げ

2013年度末（実績） 2017年度末（見通し）

183%

4.28
兆円 2.34

兆円

時価純資産 統合リスク量

ESR※

(信頼区間99.5%) 200%水準

時価純資産 統合リスク量

※ESR：エコノミック・ソルベ
ンシー・レシオ

ERM経営の推進

180%
185%

176%
190%

176%
188%

183%

100% 120% 140% 160% 180% 200%

全通貨 10%円高
全通貨 10%円安

国内金利 △0.5%
国内金利 ＋0.5%

日経平均 △30%
日経平均 ＋30%

2014年3月末(実績)

市場価格変動によるESRへの影響

21
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損保事業（国内・海外） ～取組みの方向性～

22

• グループリスク選好方針に基づいて、国内・海外元受・再保険事業・新規事業投資を含めたグループ全体でのリスク・リターンの
管理を強化

• 収益性管理にリスク・リターン指標を導入し、適正なアンダーライティングの実行と、最適な保有・再保険方針の設定を行い、
グループ全体の財務の健全性確保を基盤としたRORおよびVAの向上を実現

• ROR・VA等のリスク・リターン指標の導入

• リスクテイクの妥当性等を検証・確認できる
体制の構築

収益管理

健全性確保
とリスク・
リターンの

最適化

• 配賦された資本の一定割合にリスク量を
コントロールした上で、収益性と資本効率の
向上をはかる。

保有・出再サイド

元受サイド

再保険事業

• 地域・リスクの分散の推進

• 収益性を重視しつつ、顧
客基盤を拡大

自然災害リスク受再

一般保険リスク受再

•案件の投資効率のみならず、リスクポートフォ
リオの分散効果も考慮の上、事業別・地域別の
新規事業投資を展開

• リスクデータの精緻化とリスクモデルの整備・
高度化

リスク管理

新規事業投資

既
存
事
業
で
の
取
組
み

既
存
事
業
で
の
取
組
み

ERM経営の推進

グループ全体の
ROR・VAの向上

グループ全体でのリスクリターンの管理

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

103.0%

116.6%

105.2%

98.2%
100%

95%水準
95%以下

80%

85%

90%

95%

100%

105%

110%

115%

120%

2010 2011 2012 2013 2014

見込

2015

目標

・・・ 2017

目標

損保事業 ～収益効果～
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• リスク選好方針と経営計画の連動により、保険引受収益拡大の実効性を高め、コンバインドレシオ目標95％以下（2017年度）を
確実に達成

国内損保事業のコンバインドレシオ（全種目/リトンペイドベース）

ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ2013 Next Challenge 2017

（年度）

コンバンドレシオ

ERM経営の推進

＜三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値＞

雪害支払
影響あり
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商品ポートフォリオの変化

エンベディッド・バリュー増加額目標

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2010 2011 2012 2013 2014

見込

2015

目標

… 2017

目標

国内生保事業～三井住友海上あいおい生命～
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• 国内生保事業について、グループにおけるリスク分散の観点から、保険引受を積極拡大

• 適切なアンダーライティングとバランスの良い商品ポートフォリオの構築により、リスク対比リターンの向上を指向

• 機能別再編を契機に、ニーズを的確に捉えた商品の投入により第三分野を拡大し、業界トップレベルの成長を追求

※2010年度は、三井住友海上きらめき生命とあいおい生命を合計した
エンベディッド・バリューをＥＥＶベースで試算した参考値

ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ2013

年度

第三分野販売拡大

（億円）

Next Challenge 2017
2013年12月発売
以来4か月で申込
件数10万件を突破

新医療保険Ａ（エース）

入院日数の短期化に対応し、多様な特約で

さまざまな保障を合理的に提供する医療保険

2012年度

実績

13.9%

2017年度

見通し

約30%

＜新契約年換算保険料における第三分野の比率＞

ERM経営の推進

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

3.12 

3.66 
4.02 4.04 

0

1

2

3

4

5

2011 2012 2013 2014

見込

2015 2016 2017

変額（円建て）の新商品として２０１３年１０月に発売

インフレに備えてマーケットに応じた運用成果を追求

する一方、急激な下落への備えと保障機能を兼ね

備えた終身保険

解約払戻金が目標に到達した場合、自動的に定額

終身保険に移行

国内生保事業～三井住友海上プライマリー生命～
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• 今後も拡大が期待される金融機関窓販市場において、商品開発力・代理店サポート体制を強みに成長を追求

• 統合リスク管理の高度化により、毎期100億円超の純利益を安定的に確保し、企業価値を持続的に拡大

定額終身保険（しあわせ、ずっと） 変額終身保険（かがやき、つづく）

魅力ある商品の品揃え

２０１２年の発売後、主力商品の１つとして販売

好調を牽引

外貨建て運用の魅力（米ドル・豪ドル・ユーロ）

解約払戻金が目標に到達した場合、自動的に

円建て終身保険に移行し運用成果を確保する

「円建て資産自動確保機能」が好評

充実した販売・サポート体制

全国にわたる販売チャネル
１２７金融機関（２０１４年４月末現在）

「研修のプライマリー」
・年間２万人を超える受講者数（２０１３年度）

・受講者のニーズに即した充実の研修プロ
グラム

保有契約高
４兆円規模

（年度）

純利益見通し
（億円）

保有契約高推移
（兆円）

59

103

179

120

0

50

100

150

200

2011 2012 2013 2014

見込

2015 2016 2017

毎期100億円超の
純利益

（年度）

ERM経営の推進

Next Challenge 2017Next Challenge 2017
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資産運用 ～取組みの方向性～
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中期経営計画およびグループリスク選好方針に基づき、資産運用について以下の取組みを推進

• 安全性および流動性を確保しつつ、ＡＬＭ運用を基本として安定的な資産運用収益を確保

• 分散投資を行い、運用資産ポートフォリオのリスク対比収益を向上

• 戦略株式の削減を中心にリスク性資産の圧縮を進め、強固な財務基盤を構築

グループ全体の運用資産構成

ＡＬＭ
対応資産

その他

リスク性資産

ＡＬＭ
対応資産

その他

リスク性資産

中期的なイメージ2014/3末

収益性と資本効率性の向上

財務健全性の確保

ＡＬＭ

安定的な収益確保

安全性 流動性

リスク対比
収益の向上

・安全性に配慮しつつ分散投資を実施
・資産運用ポートフォリオのリスク対比収益の向上

リスク性資産
の削減

・政策株式の継続的な削減

・大規模自然災害に伴う資金流出を
想定した流動性管理

・保険の負債特性を踏まえた資産
（ALM対応資産）の確保

・不安定な金融市場環境が続く中
で、リスクを適切にコントロール

ERM経営の推進

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

削減目標額の設定

• 「ニューフロンティア2013」における政策株式の削減目標3,000億円（2011年度から2013年度まで3年間のグループ計削減額）に
対して、大幅な超過達成を実現

• 2014年度から4年間のグループ計の削減目標を3,000億円とし、政策株式の削減を継続して推進

資産運用 ～政策株式の削減～

27

政策株式の削減実績と計画

※ 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井ダイレクト損保、三井住友海上あいおい生命、三井住友海上プライマリー生命（一般勘定）の政策株式および
運用資産の合算値を対象とし、有価証券の含み損益を除いたベース

574

887 

1,141 

1,735

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

0

500

1,000

1,500

2010 2011 2012 2013

(億円)

（年度）

株式の
運用資産に
対する比率

(右軸)※

グループ
リスク

選好方針

財務健全性

の確保
ROR
VA

2004～2013年度
（10年間）

2014～2017年度
（4年間）

ERM経営の推進

削減目標

グループ計
3,000億円

削減実績

グループ計
9,046億円

（2011～2013年度）

削減目標
3,000億円

削減実績
3,764億円

（達成率125%）
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株主還元方針
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• 中期的にグループコア利益の50%を目処に株主へ還元

• 2013年度は年間配当一株当たり56円（2円増配）と100億円の自己株式取得、2014年度は年間58円（2円増配）を予定

※「グループコア利益」と「株主還元率」の算出方法につきましては、補足資料をご参照ください。

株主還元方針

中期的にグループコア利益の50％を目途に株主還元を行う。

＜配当＞安定性維持を基本とし、収益力を高めて中期的に増配基調を目指す。

＜自己株式取得＞市場環境・資本の状況を勘案して、機動的・弾力的に実施

前期及び今期の株主還元予定

＜配当＞

2013年度：期末配当を含め年間56円（2円増配）予定

2014年度：年間58円（2円増配）の見込み

＜自己株式取得＞

2013年度：100億円（上限）実施を決定（取得期間：2014年5月21日～2014年9月19日）

（前年度は約50億円実施）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

2010年4月の経営統合後

△875

286

739

649

31

338

145

874
948

株主還元方針 ＜参考＞過去の株主還元実績
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株主還元額 年度別実績 （2014年5月20日時点）

0

200

400

600

800

1,000

※「グループコア利益」と「株主還元率」の算出方法につきましては、補足資料をご参照ください。

660

過去10年間の
累計還元率

88%
自己株式取得額 配当総額（年間） グループコア利益

株主還元方針：グループコア利益の50%を目処株主還元方針：グループコア利益の40%を目処

- 44%1,057% 127% 231%41% 41% 40%90%

231% - 736%
MS&ADグループ発足
以来の累計還元率株主還元率

47%

138%

（億円）

136 185 198 225 226
329 335 335 335 347120

115 70 40 100

100 50
100

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 （年度）

（見込）



MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

補足資料

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

【補足資料】 「グループコア利益」 「グループＲＯＥ」 「株主還元率」の定義

グループ

ＲＯＥ
連結純資産
（期初・期末平均、

除く少数株主持分）

＝

グループコア利益

連結当期利益

株式キャピタル損益
（売却損益等）

－

クレジットデリバティブ
評価損益－

その他特殊要因

非連結グループ会社
持分利益＋

－

＝

※中期的にグループコア利益の50％（2008年度までは40％）を目
途に株主還元を行う。

※2008年度までの「グループコア利益」の定義は、現在の定義と
若干異なる。

2012年度に関する配当
（2012年12月、2013年6月）

2013年度に行った
自己株式の買付け

2012年度の

グループコア利益

＝

＋

株主

還元率

＜計算例＞

「グループコア利益」と「グループROE」 「株主還元率」

30
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【補足資料】 自然災害の影響 （2013年度）

31

２月の大雪・国内自然災害およびタイ洪水の影響

前期比 前期比 前期比

2014年2月大雪による損害 184 184 637 637 821 821 637

三井住友海上 86 86 368 368 454 454 368

あいおいニッセイ同和損保 98 98 269 269 367 367 269

当年度発生国内自然災害 319 △ 179 52 18 371 △ 160 52

三井住友海上 182 △ 101 37 14 219 △ 87 37

あいおいニッセイ同和損保 137 △ 77 14 4 152 △ 73 14

427 △ 429 △ 671 176 △ 244 △ 253 215

三井住友海上 366 △ 364 △ 569 96 △ 203 △ 267 190

あいおいニッセイ同和損保 34 △ 53 △ 61 84 △ 26 31 9

海外保険子会社 25 △ 11 △ 40 △ 5 △ 14 △ 16 14

930 △ 424 18 832 948 408 905

支払備金残高

タイ洪水（2011年度発生）

合　計

支払保険金 　支払備金積増額 インカードロス

（億円）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

【補足資料】 異常危険準備金・有価証券評価損 （2013年度）

32

有価証券評価損

異常危険準備金 （億円）

（億円）

取崩額 繰入額 ネット増減額 残高 取崩額 繰入額 ネット増減額 残高

 火　災 296 191 △ 105 1,005 159 108 △ 50 1,045

 海　上 - 25 25 693 - 5 5 138

 傷　害 74 45 △ 29 621 - 23 23 589

 自 動 車 189 194 5 194 207 212 4 212

 そ の 他 19 101 81 1,470 42 51 9 505

 合 計 579 558 △ 21 3,985 410 401 △ 8 2,491

 （前期比） △ 604 △ 446 157 △ 208 23 232

三井住友海上 あいおいニッセイ同和損保

 有価証券評価損 32 33 36 1 △ 39

（前期比） △ 350 △ 249 △ 61 △ 1 △ 37

連結調整
三井住友海上

（単体）
その他子会社

（単体）
あいおいニッセイ
同和損保（単体）

MS&AD
ホールディングス

(連結）
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【補足資料】 インカードロスとＥＩ損害率（三井住友海上） 2013年度

33

インカード 自然災害 EI損害率 インカード 自然災害 EI損害率

ロス 影響 (除く自然災害 ロス 影響 (除く自然災害

(a) (b) 影響) (c) (d) 影響)

 火　災
 (除く家計地震）

 海　上 280 53.1% 0 279 53.0% 351 62.9% 4 347 62.2% 9.2pt

 傷　害 768 54.9% △ 0 768 54.9% 783 55.2% 0 782 55.1% 0.2pt

 自 動 車 3,638 62.4% 33 3,604 61.8% 3,565 59.2% 60 3,504 58.2% △3.6pt

 そ の 他 999 56.4% 25 974 54.9% 1,006 55.1% 39 967 53.0% △1.9pt

 合 計 (A) 6,981 62.1% 370 6,610 58.8% 6,961 59.8% 469 6,491 55.8% △3.0pt

 家計地震 (B) － － － － － －

 自 賠 責 (C) 1,350 － 1,350 1,359 － 1,359

 合計(A)+(B)+(C) 8,331 370 7,960 8,321 469 7,851

364

2012年度 2013年度

EI損害率 (a)-(b) EI損害率 (c)-(d) 前期比

889 48.9% △8.9pt1,294 76.1% 310 983 57.8% 1,254 69.0%

インカードロスとＥＩ損害率 （除く損害調査費）

※自動車保険「もどリッチ」の払戻充当保険料を控除したベース
※インカードロス＝正味支払保険金＋支払備金積増額
※ＥＩ損害率の分母となるアーンド（既経過）保険料は、未経過保険料（除く自然災害責任準備金）・保険料積立金等を調整して算出
※合計(A）は除く家計地震、自賠責
※「自然災害影響」は、当年度発生国内自然災害、大雪（2014年２月発生） およびタイ洪水に係るインカードロスの合計

（億円）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

【補足資料】 インカードロスとＥＩ損害率（あいおいニッセイ同和損保） 2013年度
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インカード 自然災害 EI損害率 インカード 自然災害 EI損害率

ロス 影響 (除く自然災害 ロス 影響 (除く自然災害

(a) (b) 影響) (c) (d) 影響)

 火　災
 (除く家計地震）

 海　上 52 56.7% － 52 56.7% 52 49.6% － 52 49.6% △7.1pt

 傷　害 337 49.3% 0 337 49.3% 337 49.6% 0 337 49.5% 0.2pt

 自 動 車 4,079 63.7% 35 4,044 63.1% 4,016 61.4% 77 3,939 60.2% △2.9pt

 そ の 他 618 62.6% 6 612 61.9% 614 61.7% 20 594 59.7% △2.2pt

 合 計 (A) 5,899 62.3% 167 5,731 60.6% 6,027 62.3% 493 5,534 57.2% △3.4pt

 家計地震 (B) － － － － － －

 自 賠 責 (C) 1,271 － 1,271 1,262 － 1,262

 合計(A)+(B)+(C) 7,170 167 7,002 7,289 493 6,796

73.9% 395 609810 62.8% 125 684 53.0% 1,005 44.9%

2012年度 2013年度

EI損害率 (a)-(b) EI損害率 (c)-(d) 前期比

△8.1pt

※インカードロス＝正味支払保険金＋支払備金積増額
※ＥＩ損害率の分母となるアーンド（既経過）保険料は、未経過保険料、保険料積立金等を調整して算出
※合計(A）は除く家計地震、自賠責
※「自然災害影響」は、当年度発生国内自然災害、大雪（2014年2月発生）およびタイ洪水に係るインカードロスの合計

インカードロスとＥＩ損害率 （除く損害調査費） （億円）
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【補足資料】 自動車保険の状況（2013年度）
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△9.2%

△2.6% △3.6%

△6.5%

△10.5%

△8.5%
△9.0%

△9.5%

△13.5%
△11.4%

+5.5%

△1.4%

△15%

△10%

△5%

0%

+5%

+10%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

△8.8%

+1.1%

△1.4%

△4.1%

△7.2%

△9.4%

△5.9% △5.7%

△11.1%
△9.0%

+4.7%

△3.7%

△15%

△10%

△5%

0%

+5%

+10%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

＜国内・営業ﾍﾞｰｽ＞ 契約台数 保険料単価 保険料 ＜国内・営業ﾍﾞｰｽ＞ 契約台数 保険料単価 保険料

  保険料増減要因 +0.5%  +2.4%  +2.9%    保険料増減要因  △ 0.8%  +2.3%  +1.5%  

＜国内＞ 対人 対物 車両
（除く自然災害）

＜国内＞ 対人 対物 車両
（除く自然災害）

  保険金単価増減 +16.2%  +3.4%  +9.1%    保険金単価増減 +9.6%  +5.2%  +10.4%  

＜含む損害調査費＞ 2012.3 2013.3 2014.3 ＜含む損害調査費＞ 2012.3 2013.3 2014.3

  ＥＩ損害率 73.0%  69.8%  66.5%    ＥＩ損害率 69.9%  68.8%  66.3%  

あいおいニッセイ同和損保三井住友海上

事故件数の推移 （除く自然災害、1日あたり、対前年同月増減）

保険料・保険金・ＥＩ損害率

※ 保険料増減要因の諸数値は営業成績ベース（4－3月）の対前年同期比
※ 保険金単価の増減は、2013年3月末までの1年間の保険金単価に対する、2014年3月末までの1年間の保険金単価の増減を表示
※ Ｅ Ｉ損害率は、損害調査費を含むベース。期間は各年度の4－3月

2013年度

2012年度

あいおいニッセイ同和損保三井住友海上

2012年度

2013年度

※このページにおいて「自然災害」は2月の大雪等の雪害を含まない。

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

【補足資料】 運用資産の残高と資産別構成比 （グループ全体）
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グループ全体の運用資産の状況※1

金利感応度 （2014年3月末現在）

※1 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井ダイレクト損保、
三井住友海上あいおい生命、三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命（一般
勘定） の資産を、財務諸表上の区分ごとに 単純合算

※2 預貯金等、公社債、貸付金、外債の合計

2014年3月末金利資産計※2

約89,200億円⇒運用資産の約70.7%

ＭＳ＆ＡＤ
グループ計

国内損保
会社計

国内生保
会社計

円金利100ｂｐ上昇時の
資産と負債の差額
（サープラス）への影響額

+535 +242 +293 

（億円）

（億円）

運用資産計

約11兆6,400億円

運用資産計

約12兆6,200億円
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【補足資料】 運用資産の残高と資産別構成比 （2014年3月末）
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三井住友海上

＜％は運用資産全体に占める割合＞
＊外国株式のほとんどが子会社株式

（※財務諸表上の区分に基づき表示）

運用資産計

5兆6,035億円

あいおいニッセイ同和損保

運用資産計

2兆8,632億円

外国証券の内訳

外国株式＊ 7.8%

外国公社債 3.8%

外国投信 1.7%

その他 1.0%

外国証券の内訳

外国公社債 17.9%

外国株式 2.2%

外国投信 等 2.4%

＜％は運用資産全体に占める割合＞

（億円） （億円）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

【補足資料】 運用資産の残高と資産別構成比 （2014年3月末）

38

三井住友海上プライマリー生命三井住友海上あいおい生命

（億円）

※「預貯金等 7,251億円」には、「金銭の信託6,808億円」を含む。

運用資産計

2兆5,952億円

運用資産計（一般勘定）

1兆5,227億円

（億円）

（※財務諸表上の区分に基づき表示）

株式
0

（0.0%）

その他
の証券

0
（0.0%）
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【補足資料】 国内損保事業の資産運用損益の状況
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資産運用損益の年度別推移

※三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の合算値

（億円）

資産運用損益ネット利配 キャピタル損益（売却損益）キャピタル損益（評価損）

（年度）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

【補足資料】 エンベディッド・バリューの推移 （2009年度末～2013年度末）
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三井住友海上あいおい生命 三井住友海上プライマリー生命

要 因 増減額 前提条件 変動幅 要 因 増減額 前提条件 変動幅

当年度新契約価値 +391 リスクフリーレート 50bp上昇 +225 当年度新契約価値 +287 リスクフリーレート 50bp上昇 △21

期待収益（リスクフリーレート分） +94 リスクフリーレート 50bp低下 △170 期待収益（リスクフリーレート分） +84 リスクフリーレート 50bp低下 +32 

期待収益（超過収益分） +5 株式・不動産価値 10％下落 △2 期待収益（超過収益分） +82 株式・不動産価値 10％下落 △78 

前提条件（非経済前提）と
実績の差異

△34 経費率（維持費） 10％減少 +165 
前提条件（非経済前提）と
実績の差異

+46 経費率（維持費） 10％減少 +50 

前提条件（非経済前提）の変更 +20 解約・失効率 10％減少 +81 前提条件（非経済前提）の変更 △79 解約・失効率 10％減少 +1 

前提条件（経済前提）と
実績の差異

+342 
保険事故発生率
（死亡保険）

5％低下 +219 
前提条件（経済前提）と
実績の差異

+290 
保険事故発生率
（死亡保険）

5％低下 +6 

その他事業関係の変動 +97 
保険事故発生率
（年金保険）

5％低下 △0 その他事業関係の変動 -
保険事故発生率
（年金保険）

5％低下 +5 

その他事業外の変動 +0 
株式・不動産の
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 +0 その他事業外の変動 +5 
株式・不動産の
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △45 

合計 +916 
金利ｽﾜｯﾌﾟｼｮﾝの
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △222 合計 +717 
金利ｽﾜｯﾌﾟｼｮﾝの
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △0 

必要資本を法定最低水準に変更 +79 必要資本を法定最低水準に変更 +36 ※2010年度以前は、三井住友海上きらめき
生命とあいおい生命の単純合算

ＥＥＶの感応度 （2013年度末, 億円） 2013年度の変動要因 （億円） ＥＥＶの感応度 （2013年度末, 億円）2013年度の変動要因 （億円）

（億円）

（年度末）

（億円）

（年度末）

純資産価値 保有契約価値

ＥＥＶＥＥＶＴＥＶＴＥＶ ＥＥＶＥＥＶＴＥＶＴＥＶ

純資産価値 保有契約価値
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【補足資料】 海外事業の状況
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正味収入保険料（損保）

当期純利益※2

2013年度 2014年度（見込）

実績 前期比

海外事業 合計※1 3,690 4,195 504

アジア 2,157 2,395 237

欧州 854 1,059 204

米州 564 618 53

再保険 167 176 9

※ 「海外事業」：海外連結子会社に、損保会社の海外支店、海外非連結子会社等の業績を合算したベース
※1 合計欄は本社調整等反映後の数値であり、各地域・事業の合計とは一致しない。 ※2 「グループコア利益」ベース ※3 タカフル事業を含む。

2013年度 2014年度（見込）

実績 前期比

海外事業 合計※1, 180 220 40

アジア 163 180 16

欧州 18 △1 △19

米州 △33 37 70

再保険 85 54 △31

アジア生保※3 △12 51 64

（億円）

（億円）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

【補足資料】 海外事業／アジア主要拠点の成長性と収益性
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※「海外事業」：海外連結子会社に、損保会社の海外支店、海外の関連会社等の業績を合算したベース
※増収率は現地通貨ベース
※増収率、コンバインド・レシオ、ROEは三井住友海上の各拠点の数値とあいおいニッセイ同和損保の海外連結子会社、関連会社の数値を合算したベース
※タイの増収率、正味収入保険料は、洪水による再保険復元保険料影響を除く。

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

増収率
コンバインド

レシオ ROE 増収率
コンバインド

レシオ ROE 増収率
コンバインド

レシオ ROE 増収率
コンバインド

レシオ ROE
正味収入
保険料
（億円）

マレーシア 24.6 85.2 19.4 27.7 87.6 21.9 3.4 86.2 21.8 7.9 82.7 20.4 363

タイ 25.5 86.2 15.4 3.3 1,473.3 △3,060.8 35.6 △17.9 139.8 18.7 15.1 66.5 350

台湾 15.2 99.9 4.2 4.2 88.8 5.1 5.1 93.9 5.3 1.6 95.6 7.3 286

インド 41.2 107.3 △8.6 36.3 105.0 6.6 34.3 106.9 15.8 15.0 109.7 13.8 266

中国 46.5 103.6 1.6 39.7 94.1 2.1 18.2 115.2 △2.4 9.1 114.5 △4.9 251

シンガポール 13.3 78.4 15.1 11.5 88.4 12.2 2.3 88.9 18.2 4.9 85.8 13.4 224

香港 8.1 90.1 12.9 14.3 91.8 15.3 6.6 107.4 △8.7 3.8 97.9 10.9 123

インドネシア 14.6 64.8 22.1 17.4 72.4 26.7 △0.0 76.4 31.7 13.8 106.2 31.7 80

フィリピン 20.9 75.3 17.7 10.8 74.4 21.9 7.3 77.8 25.0 9.2 91.1 26.5 71

ベトナム 80.4 101.3 1.9 36.7 78.9 11.4 10.6 125.4 4.8 3.5 383.1 10.8 13

（％）
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【補足資料】 コーポレート・ガバナンス
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コーポレート･ガバナンス体制

グループ経営会議

執行役員
※含む取締役兼務者

業務執行
課題別委員会

グループ経営モニタリング委員会

ERM委員会

リスク･コンプライアンス委員会
グループシステム委員会 他

選
任
・監
督

各部門

三井住友海上火災保険㈱

三井ダイレクト損害保険㈱

三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命保険㈱

あいおいニッセイ同和損害保険㈱

三井住友海上あいおい生命保険㈱

直接出資する関連事業会社（現在７社）

内部監査

モニタリング・内部監査

内部監査部門

選
任

経営管理

人事委員会 報酬委員会

経営意思
決定・監督

取締役会

選
任

外
部
監
査

監査役監査

監査役会
会
計
監
査
人

選
任

選
任

株主総会

＜参考＞ 三井住友海上は、取締役11名、うち社外取締役3名

あいおいニッセイ同和損保は、取締役13名、うち社外取締役2名

執行役員制度を導入し、経営意思決定および監督を
担う「取締役（会）」と業務執行を担う「執行役員」
の役割を明確化

取締役13名のうち4名､監査役5名のうち3名を社外から
選任

→いずれも東証、名証が定める要件を満たす「独立役員」

取締役の任期は１年

社外取締役は、弁護士２名、会社経営者２名（男性
３名、女性１名）。社外監査役は、公認会計士１名、
弁護士２名

→ 2013年度は計15回の取締役会を開催。社外取締役
および社外監査役の平均出席率は９割以上

取締役会の内部委員会として、「人事委員会」「報酬
委員会」を設置

→ 各委員会とも、委員の過半数および委員長は社外取締役
から選任



【資料編】





＜正味収入保険料＞

 グループの正味収入保険料は２兆８，０９５億円となり、前期比＋１，７０１億円、＋６．４％の増収

 正味収入保険料の内訳

• 三井住友海上は前期比＋７０２億円（＋５．３％）、あいおいニッセイ同和は同＋４１３億円（＋３．８％）、

三井ダイレクト損保は同＋２億円（＋０．８％）の増収

• 海外保険子会社は、全ての地域で増収し、前期比＋５４４億円（＋２９．２％）の増収
（為替影響は＋４１２億円。現地通貨ベースでは＋７．１％の増収）

＜当期純利益＞

 当期純利益は９３４億円と、前期比＋９８億円の増益

• ２月の大雪災害があったものの、年間の当期純利益として、２０１０年４月のＭＳ＆ＡＤグループの発足以来の

最高益を更新

なお、特別損失として、価格変動準備金の追加積立２７０億円、機能別再編による費用８２億円を計上した他、

復興特別法人税前倒し廃止（税率変更）に伴う繰延税金資産の取崩影響７１億円が生じている。

 各社別の内訳

• 三井住友海上は、 ２月の大雪災害があったものの、雪災以外の発生保険金の減少に加え、資産運用損益の増加

などにより、前期比＋１５３億円増益の５８０億円（価格変動準備金の追加積立１２０億円、機能別再編費用４１億円、

税率変更負担３９億円）

• あいおいニッセイ同和は、雪災以外の発生保険金の減少、資産運用損益の増加があったものの、２月の大雪災害や

特別損失の増加などから、前期比△５７億円減益の１３１億円（機能別再編費用４０億円、税率変更負担３１億円）

• 三井住友海上あいおい生命は、資産運用収益が増加したことなどにより、前期比＋６２億円増益の６６億円

• 三井住友海上プライマリー生命は、保有契約高増加に伴う保険関係費収入の拡大などにより、前期比＋７５億円増益

の１７９億円（価格変動準備金の追加積立１５０億円）

• 海外保険子会社は、順調に業容を拡大し、前期比＋７２億円増益の１９９億円

※上記のカッコ内は、特別損失及び法人税等に計上された主な項目

資料1



＜正味収入保険料＞

 グループの正味収入保険料は、前期比＋１，１５４億円、＋４．１％の増収となる２兆９，２５０億円

 正味収入保険料の内訳

• 三井住友海上は、前期比＋４８４億円増収の１兆４，３３０億円

• あいおいニッセイ同和損保は、前期比＋１１３億円増収の１兆１，５６０億円

• 三井ダイレクト損保は、前期比＋６億円増収の３６２億円

• 海外保険子会社は、前期比＋５３３億円増収の２，９４０億円

＜当期純利益＞

 当期純利益は、前期比＋６５億円増益の１，０００億円。 国内主要損保２社では、資産運用損益で前期比

減益となるものの、保険引受利益で前期比増益を見込む。また、国内生保子会社では前期比減益となる

ものの、海外保険子会社では各地域で順調な収益拡大を見込む。

 当期純利益の内訳

• 三井住友海上は、前期比＋３９億円増益の６２０億円

• あいおいニッセイ同和損保は、前期比＋２０８億円増益の３４０億円。特別損益として機能別再編の契約移行に伴う

移行対価２４８億円の計上を見込んでいる。

• 三井ダイレクト損保は、前期と同水準の１億円の黒字を見込む。

• 三井住友海上あいおい生命は、機能別再編に伴うコスト増加等により、前期比△５６億円減益の１０億円

• 三井住友海上プライマリー生命は、前期比△５９億円減益の１２０億円

• 海外保険子会社は、各地域で増益を見込み前期比＋４０億円増益の２４０億円

• その他・連結調整等は、機能別再編の移行対価の連結消去等を見込み、前期比△１０７億円の△３３１億円
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 正味収入保険料は、前期比＋５．３％の増収

・ 家計分野を中心に増収した火災保険に加え、料率改定効果もあった自動車保険、自賠責保険など、各種目で増収

 正味損害率は、タイ洪水や当年度発生国内自然災害に係る保険金支払が減少したことなどから、

前期比△８．２pt改善

 正味事業費率は、保険料が増収したことに伴い前期比△０．４pt改善

 コンバインド・レシオは、９７．１％と前期比△８．６pt改善

 インカードロスは、２０１４年２月発生の大雪の影響はあったものの、タイ洪水、当年度発生国内自然災害

およびそれら以外の自動車保険・火災保険のインカードロスが減少したことにより、前期比△１０億円の減少

 保険引受利益は、前期比＋２３億円増加し△７３億円

・ 正味収入保険料が増収しインカードロスも減少した一方で、タイ洪水や当年度発生国内自然災害による保険金支払

減少に伴い異常危険準備金の取崩が減少

 資産運用損益は、前期比＋４２６億円増加の１，２５１億円

・ 市場環境好転による有価証券評価損の減少および海外子会社・国内株式の配当金増加などを主因に、大幅に改善

 以上の結果、経常利益は前期比＋３６６億円増益の１，０１９億円

 特別損益は、財務体質の強化策として価格変動準備金の追加積立１２０億円を実施したことなどから前期比

△１５１億円減少

 当期純利益は、前期比＋１５３億円増益の５８０億円

資料3

【参考：単体ソルベンシー・マージン比率】

2012年度末

増減

 単体ソルベンシー・マージン比率 581.3% 600.3% 19.0pt 

2013年度末



＜正味収入保険料＞

 火災保険の大幅な増収に加え、自動車保険・自賠責保険の料率改定効果もあり、全種目計で
前期比＋５．３％増収
• 火災保険は、国内で家計分野を中心に増収したことに加え、海外で円安影響による円換算保険料の増加もあり、
＋１３．０％の増収

• 自動車保険は、料率改定（２０１２年１０月および２０１３年１０月）と高い継続率により、＋３．０％の増収

• 自賠責保険は、料率改定（２０１３年４月）により、＋１０．３％の増収

• 「その他」は、賠償責任保険が増収したことなどから、＋３．９％の増収

＜正味損害率＞

 火災保険は、２０１４年２月発生の大雪に伴う保険金支払があったものの、タイ洪水や当年度発生国内

自然災害による保険金支払が減少したことなどにより、前期比△３６．３pt改善

 海上保険は、当期に発生した大口ロスの影響などにより、前期比＋７．７pt増加

 自動車は、料率改定等の影響により保険料が増収したほか、収支改善施策の効果などにより、

前期比△５．２pt改善

 自賠責保険は、料率改定等の影響により保険料が増収した影響で、前期比△９．０pt改善

正味支払保険金 支払備金積増額 合計 正味支払保険金 支払備金積増額 合計

 火　災 951 △641 310 556 △191 364 

 海　上 0 0 0 1 2 4 

 傷　害 0 △0 △0 0 0 0 

 自動車 33 0 33 40 20 60 

 その他 28 △3 25 36 3 39 

 合　計 1,014 △644 370 634 △164 469 

2012年度 2013年度

【参考：自然災害の種目別内訳】 （億円）

＜インカードロス＞

 ２０１４年２月発生の大雪の影響はあったものの、タイ洪水、当年度発生国内自然災害およびそれら以外
の自動車保険・火災保険のインカードロスが減少したことにより、前期比△１０億円の減少
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 社費合計は２，９１９億円、前期比＋９０億円

 人件費は、前期比△６億円

 物件費は、統合新システムの稼働に伴うシステムコストの増加などにより、前期比＋９４億円

 除く家計地震・自賠責ベースの正味事業費率は３４．１％、前期比±０．０pt （内訳は以下のとおり）

• 正味手数料率 １９．２％（前期比±０．０pt）

• 正味社費率 １４．９％（前期比±０．０pt）
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 利息及び配当金収入は、海外子会社・国内株式の配当金増加や市場環境好転（円安・株高）などによる

海外の債券・株式ファンドの収入増加を主因に、前期比＋１０４億円の増加
ネット利息及び配当金収入は、前期比＋１３１億円の増加

 有価証券売却損益は、国内株式の売却を進めた結果、５４８億円となり、前期比＋１６億円の増加

 有価証券評価損は、株式相場低迷により多額の評価損を計上した前期から△２４９億円減少
（内訳は以下のとおり）

2012年度
前期比

 公社債 - - -

 株式 212 2 △209 

 外国証券 71 30 △40 

 その他 0 - △0 

 合計 283 33 △249 

2013年度
（億円）

 金融派生商品損益は、前期比＋２９億円の増加

 以上の結果、資産運用損益は１，２５１億円となり、前期比＋４２６億円の増加

【参考：運用資産の内訳】 （億円）

2012年度末

増減

 預貯金等 4,001 3,387 △614 

 有価証券 41,179 45,026 3,847 

 公社債 17,151 18,734 1,583 

 株式 16,406 18,097 1,690 

 外国証券 7,388 8,033 645 

 その他有価証券 232 160 △72 

 貸付金 5,760 5,382 △378 

 土地･建物 2,230 2,239 8 

 合計 53,172 56,035 2,862 

2013年度末
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【参考：単体ソルベンシー・マージン比率】

2012年度末

増減

 単体ソルベンシー・マージン比率 649.1% 754.0% 104.9pt 

2013年度末

 正味収入保険料は、自動車保険・自賠責保険が料率改定効果を主因に増収し、全種目合計で

前期比＋４１３億円、＋３．８％の増収

 正味損害率は、タイ洪水や自動車ロス改善による支払保険金の減少などを要因として、

前期比△５．４ptの改善

 正味事業費率は、統合新システムの稼働に伴うシステムコストの増加などにより、前期比０．４ptの増加

 コンバインド・レシオは９９．５％となり、前期比△５．０ptの改善

 保険引受利益は△２８８億円。２月の大雪の影響により、前期比△３５５億円の減益

 資産運用損益は５３０億円となり、前期比＋３３２億円の増益

 以上の結果、経常利益は２７８億円となり、前期比＋２０億円の増益

 特別損益は機能別再編費用を計上したことにより、前期比△４０億円の減少

 当期純利益は１３１億円。復興特別法人税前倒し廃止の影響があり、前期比△５７億円の減益



【参考：自然災害の種目別内訳】 （億円）
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正味支払保険金 支払備金積増額 合計 正味支払保険金 支払備金積増額 合計

 火　災 260 △135 125 206 189 395 

 海　上 － － － － － －

 傷  害 0 0 0 0 0 0 

 自動車 35 △0 35 55 21 77 

 その他 7 △0 6 9 11 20 

 合　計 303 △135 167 270 223 493 

2012年度 2013年度

＜正味収入保険料＞

 火災保険は、家計分野・企業分野ともに好調であり、前期比＋７．４％の増収

 自動車保険は、料率改定効果や海外事業での為替の円安要因もあり、前期比＋２．２％の増収

 自賠責保険は、料率改定（２０１３年４月）の影響などにより、前期比＋７．５％の増収

＜正味損害率＞

 火災保険でタイ洪水の支払保険金が減少したことや自動車ロス改善などにより、前期比△５．４ptの改善

 除く家計地震・自賠責ベースの正味損害率は６２．０％、前期比△５．３ptの改善

＜インカードロス＞

 自動車ロス改善などにより自然災害以外のインカードロスは、前期比△２０６億円の減少となったものの、

２０１４年２月発生の大雪の影響で自然災害のインカードロスが増加したため、前期比１１９億円の増加
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 社費合計は、統合新システムの稼働に伴うシステムコストの増加などにより、前期比＋１０９億円の増加

 正味事業費率は前期比＋０．４pt上昇の３４．５％

 除く家計地震・自賠責ベースの正味事業費率は、前期比＋０．８pt上昇の３６．５％
（内訳は以下のとおり）

• 正味手数料率 ２０．１％（前期比＋０．４pt）

• 正味社費率 １６．４％（前期比＋０．４pt）



 以上の結果、資産運用損益は５３０億円となり、前期比＋３３２億円の増加

 利息及び配当金収入は、外国証券からの利配増加などの要因により、前期比＋４８億円増加

 ネット利息及び配当金収入は、グロスの利息及び配当金収入が４８億円増加したことに加え、積立保険料等
運用益振替が前期比８億円の負担減となったため、前期比＋５６億円増加し、４５９億円となった。

 有価証券売却損益は、前期比＋１２３億円の増加

 有価証券評価損は、前期比△６１億円の減少（内訳は以下のとおり）
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（億円）

2012年度

前期比

 公社債 － － － 

 株式 97 34 △63 

 外国証券 0 1 1 

 その他 － － － 

 合計 97 36 △61 

2013年度

【参考：運用資産の内訳】 （億円）

2012年度末

増減

 預貯金等 950 1,057 106 

 有価証券 22,927 23,654 727 

 公社債 9,505 9,696 191 

 株式 6,620 7,122 501 

 外国証券 6,396 6,441 45 

 その他有価証券 405 394 △10 

 貸付金 2,466 2,200 △266 

 土地･建物 1,755 1,721 △33 

 合計 28,099 28,632 533 

2013年度末
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 正味収入保険料は、前期比＋０．８％増収の３５５億円

 正味損害率は、７６．３％で、前期比△２．３ｐｔの改善

 正味事業費率は、前期と同水準の２０．７％

 コンバインド・レシオは、９７．０％となり、前期比△２．３ｐｔの改善

 保険引受利益は１億円となり、前期比△１億円の減少

 当期純利益（当社持分）は１億円となり、前期比△１億円の減益

2012年度末

増減

 単体ソルベンシー・マージン比率 429.4% 420.8% △8.6pt 

2013年度末

【参考：単体ソルベンシー・マージン比率】



 ４月の料率改定の影響等により、新契約高は前期比△２８．０％、新契約年換算保険料は

前期比△１５．６％の減少

 第三分野の新契約年換算保険料は２０１３年１２月発売の新医療保険Ａ（エース）の販売が好調であり、
前期比＋５５．９％増加の１０９億円

 保有契約高は前期末比＋５．１％、保有契約年換算保険料も前期末比＋５．１％の増加

 第三分野の保有契約年換算保険料は前期末比＋１０．８％増加の６１１億円

 当期純利益は、責任準備金繰入の減少や資産運用収益の増加等により、前期比＋６２億円増益の６６億円
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【参考：単体ソルベンシー・マージン比率】

2012年度末

増減

 単体ソルベンシー・マージン比率 1,309.8% 1,264.9% △44.9pt 

2013年度末



 新契約高は、外貨建て定額終身保険等の販売好調により、８，００５億円（前期比＋３，６８３億円）となった。

 保有契約高は、好調な販売と運用環境の回復により、４兆２４３億円（前期末比＋３，６２９億円）となり、

４兆円を超過した。

 保険料は、８，２６４億円（前期比＋３，７７１億円）となった。

 経常利益は前期比＋９億円増益の３９８億円。株価回復による変額商品の保険関係費収入の増加、

定額商品の保有契約高増加による運用収益の増加等が寄与。なお、変額商品の最低保証リスクに

対する危険準備金の追加積立５０億円を行った。（２０１２年度は１００億円の追加積立）

 当期純利益は前期比＋７５億円の１７９億円。なお、価格変動準備金の追加積立として１５０億円を実施

（２０１２年度は２１０億円の追加積立）
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【参考：単体ソルベンシー・マージン比率】

2012年度末

増減

 単体ソルベンシー・マージン比率 884.0% 1,004.6% 120.6pt 

2013年度末



 海外保険子会社の正味収入保険料は、為替影響＋４１２億円を含め、アジアを中心に全ての地域で

増収し、前期比＋５４４億円の増収（現地通貨ベースでは＋７．１％の増収）

• 地域別では、アジアは全社が好調に推移し、前期比＋２６６億円の大幅増収、欧州、米州も着実に伸展し、

それぞれ前期比＋１８１億円、＋８５億円の増収

• 再保険では、一般保険リスクの引受を厳選したことによる減収もあったが、為替影響を含めて前期比＋１０億円の増収

 海外保険子会社の当期純利益は、前期比＋７２億円増益の１９９億円

• アジアは、保険引受利益の増加などにより、前期比＋２４億円の増益

• 再保険は、自然災害による新規発生ロスが少なかったこと等により、前期比＋３４億円の増益
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MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

三井住友海上（連結）

※子会社の利益は、出資持分ベース

2012年度

前期比 増減率

14,799 16,023 1,223 8.3% 

761 1,129 368 48.3% 

468 584 116 24.8%  当期純利益

2013年度

 正味収入保険料

 経常利益

前期比 増収率

 三井住友海上（単体） 13,142 13,845 702 5.3% 

 海外保険子会社 1,657 2,178 520 31.4% 

2013年度
2012年度

前期比

 三井住友海上（単体） 426 580 153 

 海外保険子会社 126 206 80 

 その他・ 連結調整等 △85 △202 △117 

2013年度
2012年度

主要項目

当期純利益の内訳正味収入保険料の内訳 （億円） （億円）

（億円）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

あいおいニッセイ同和損保（連結）

※子会社の利益は、出資持分ベース

2012年度

前期比 増減率

11,244 11,719 474 4.2% 

258 268 10 4.2% 

185 119 △66 △ 35.7%  当期純利益

2013年度

 正味収入保険料

 経常利益

前期比 増収率

 あいおいニッセイ同和損保
（単体）

11,032 11,446 413 3.8% 

 海外保険子会社 204 228 23 11.5% 

2013年度
2012年度

前期比

 あいおいニッセイ同和損保
（単体）

188 131 △57 

 海外保険子会社 △0 △9 △9 

 その他・ 連結調整等 △2 △2 0 

2013年度
2012年度

主要項目

当期純利益の内訳正味収入保険料の内訳 （億円） （億円）

（億円）





 正味収入保険料は、前期比＋４８４億円、＋３．５％増収の１兆４，３３０億円

 正味損害率は、前期比＋０．６ｐｔ上昇の６５．７％、家計地震・自賠責を除くベースでは６３．３％

 正味事業費率は、前期比＋０．２ｐｔ上昇の３２．２％、家計地震・自賠責を除くベースでは３４．４％

 コンバインド･レシオは、前期比＋０．８ｐｔ上昇の９７．９％ 、家計地震・自賠責を除くベースでは９７．７％

 保険引受利益は、正味収入保険料の増収ならびにインカードロスの減少により、前期比＋１８３億円増益の

１１０億円

 資産運用損益は、利息及び配当金収入や有価証券売却益の減少等により、前期比△５１３億円減少の

７３８億円

 以上の結果、経常利益は、前期比△２２９億円減少の７９０億円

 特別損益は、前期比＋１９１億円の１７億円

 当期純利益は、前期比＋３９億円増益の６２０億円

資料17



 正味収入保険料は、各種取り組みによる増収に加え、機能別再編や料率改定効果もあり、

全種目で増収を見込む。

 正味損害率は、２０１４年２月発生の大雪災害の支払い等により、前期比＋０．６ｐｔ上昇の６５．７％

 自然災害を除くベースの正味損害率は以下のとおり。

 当年度発生の国内自然災害は２３０億円を織り込む。
火災：１９０億円、自動車：２５億円、その他１５億円

 自然災害以外のインカードロスは、前期比＋５７億円増加の７，９０８億円

資料18

2013年度

前期比

 火　災 44.7% 45.8% 1.1pt 

 海　上 59.3% 54.0% △5.3pt 

 傷　害 60.4% 58.5% △1.9pt 

 自 動 車 62.8% 63.9% 1.1pt 

 自 賠 責 85.4% 82.9% △2.5pt 

 そ の 他 48.3% 50.8% 2.5pt 

 合　　計 60.5% 60.7% 0.2pt 

2014年度（見込）



 保険引受社費は、消費税率の引き上げやソフトウェアの減価償却費の増加などにより、

前期比＋６６億円増加の２，１１２億円を見込む。

 損害調査費は、損害調査子会社内製化の影響により、前期比＋９８億円増加の８７３億円

 正味事業費率は、前期比＋０．２ｐｔ上昇の３２．２％

 除く家計地震・自賠責ベースの正味事業費率は、前期比＋０．３ｐｔ上昇の３４．４％（内訳は以下のとおり）

• 正味手数料率 １９．５％（前期比＋０．３ｐｔ）

• 正味社費率 １４．９％（前期比±０．０ｐｔ）

資料19



 利息及び配当金収入は、債券利息やファンドの配当減少を主因として、前期比△１２６億円減少の９９７億円

 ネット利息及び配当金収入は、前期比△９８億円減少の６１１億円

 有価証券売却損益は、前期比△３６１億円減少の１８７億円

 有価証券評価損は、前期比△３億円減少の３０億円

 金融派生商品損益は、前期比△３９億円減少の５９億円

資料20



 正味収入保険料は、前期比＋１１３億円、＋１．０％増収の１兆１，５６０億円

 正味損害率は、前期比＋１．７pt上昇し６６．７％、家計地震・自賠責を除くベースでは６４．４％

 正味事業費率は、前期比＋１．３pt上昇し３５．８％、家計地震・自賠責を除くベースでは３８．１％

 コンバインド・レシオは、前期比＋３．０pt上昇し１０２．５％、家計地震・自賠責を除くベースでは、
前期比＋４．０pt上昇し１０２．５％

 保険引受利益は、正味収入保険料の増収ならびにインカードロスの減少により、

前期比＋３８８億円増加し１００億円

 資産運用損益は、利息及び配当金収入の減少と有価証券売却損益の減少により、

前期比△３６０億円減少し１７０億円

 以上の結果、経常利益は前期比△８億円減少の２７０億円

 特別損益は、機能別再編の契約移行に伴う移行対価２４８億円の計上を見込み、２１０億円となり、

前期比＋２６６億円の増加

 当期純利益は、＋２０８億円の増益となる３４０億円

資料21



 正味収入保険料は、機能別再編影響により海上保険等で減収となるものの、自動車保険・自賠責の

料率改定効果により、全種目合計では＋１．０％の増収

 正味損害率は、２０１４年２月発生の大雪災害の支払い等により、＋１．７ｐｔ上昇の６６．７％を見込む。

 除く自然災害ベースの正味損害率は、以下のとおり。

 当年度発生の国内自然災害は１５０億円を織り込む。
火災：１００億円、自動車：４０億円、その他：１０億円

 自然災害以外のインカードロスは、前期比＋４１億円の増加を見込む。

資料22

2013年度

前期比

 火　災 49.6% 49.1% △0.5pt 

 海　上 52.4% 58.0% 5.6pt 

 傷　害 50.3% 48.5% △1.8pt 

 自 動 車 62.4% 63.2% 0.8pt 

 自 賠 責 83.0% 80.8% △2.2pt 

 そ の 他 58.4% 64.7% 6.3pt 

 合　　計 62.6% 63.3% 0.7pt 

2014年度（見込）



 社費合計は、前期比＋９４億円増加の２，５９３億円を見込む。

• 物件費は、統合新システムの稼働に伴うシステムコストの増加や消費税増税影響などにより、前期比＋１００億円

 正味事業費率は３５．８％、前期比＋１．３ptの上昇

 除く家計地震・自賠責ベースの正味事業費率は３８．１％、前期比＋１．６pt上昇（内訳は以下のとおり）

• 正味手数料率 ２０．９％ （前期比＋０．８pt）

• 正味社費率 １７．２％ （前期比＋０．８pt）

資料23



 利息及び配当金収入は、外国証券のファンドに係る配当の減少などを見込み、前期比△１５６億円減少の

４９８億円

 ネット利息及び配当金収入は、前期比△１４６億円減少の３１３億円

 有価証券売却損益は、前期比△１６６億円減少の２９億円

 有価証券評価損は、前期比＋１３億円増加の５０億円

資料24



 正味収入保険料は、前期比＋６億円、＋１．８％増収の３６２億円

 経常利益は、ほぼ前期並みの２億円

 当期純利益（当社持分）は１億円

資料25



資料26

 新契約高は前期比＋１３．５％増加の３兆３００億円、保有契約高は前期末比＋５．２％増加の

２２兆２，１００億円

 新契約年換算保険料は、機能別再編による第三分野長期契約の増加等により、前期比＋１５．５％

増加の４９０億円、保有契約年換算保険料は前期末比＋６．１％増加の３，５６３億円

 保険料は、前期比＋２８５億円、＋６．８％増収の４，４５３億円

 消費税増税、本社移転、システムインフラ更新や機能別再編によるコスト増加などにより、経常利益は

前期比△８７億円減益の８７億円、当期純利益は同△５６億円減益の１０億円



 新契約高は、変額商品、定額商品の販売を推進するものの、販売が好調であった前期からは３，２１３億円

減少の４，７９２億円を見込む。

 保有契約高は、前期比２０７億円増加の４兆４５１億円を見込む。

 保険料は、前期比３，２６４億円減収の５，０００億円を見込む。

 経常利益は、前期比１６８億円減益の２３１億円を見込む。

 特別損益で価格変動準備金の追加積立５０億円を見込み、当期純利益は、前期比５９億円減益の１２０億円

を見込む。

資料27



 海外保険子会社の正味収入保険料は、アジア地域を中心に各地域での業容拡大を見込むことに加え、

円安の効果もあることから、前期比＋５３３億円増収の２，９４０億円

 海外保険子会社の当期純利益は前期比＋４０億円増益の２４０億円を見込む。再保険子会社では前期の

自然災害ロスが良績だったことの反動から減益を見込むものの、各地域では順調な収益拡大を見込む。

資料28



MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

三井住友海上＋あいおいニッセイ同和損保（単体単純合算）

2012年度

前期比 前期比

 正味収入保険料 24,174 25,291 1,116 25,890 598 

 正味保険料 増収率 3.1% 4.6% 1.5pt 2.4% △2.2pt 

 正味損害率 72.0% 65.0% △7.0pt 66.2% 1.2pt 

 正味事業費率 33.2% 33.2% 0.0pt 33.9% 0.7pt 

 コンバインド・レシオ 105.2% 98.2% △7.0pt 100.1% 1.9pt 

 インカードロス 15,501 15,611 109 15,126 △484 

 保険引受利益 △30 △361 △331 210 571 

 資産運用損益 1,022 1,781 759 908 △874 

 経常利益 912 1,298 386 1,060 △238 

 特別損益 △39 △231 △191 227 458 

 当期純利益 615 711 96 960 248 

< 除く家計地震・自賠責>

 正味保険料 増収率 2.8% 4.0% 1.2pt 2.3% △1.7pt 

 正味損害率 69.1% 62.1% △7.0pt 63.8% 1.7pt 

 正味事業費率 34.8% 35.2% 0.4pt 36.0% 0.8pt 

 コンバインド・レシオ 103.9% 97.3% △6.6pt 99.8% 2.5pt 

2013年度 2014年度（見込）

※「正味損害率」は “リトン・ペイド” ベース

主要項目 （億円）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

三井住友海上＋あいおいニッセイ同和損保（単体単純合算）

インカードロス

2012年度

前期比 前期比

 インカードロス（除く損害調査費）※1 15,501 15,611 109 15,126 △484 

 自然災害※2 538 963 425 380 △583 

 自然災害以外 14,962 14,647 △315 14,746 98 

2013年度 2014年度（見込）

2012年度

前期比 前期比

 火　災 96.7% 68.5% △28.2pt 74.2% 5.7pt 

 海　上 51.7% 58.4% 6.7pt 54.5% △3.9pt 

 傷　害 56.8% 57.0% 0.2pt 55.2% △1.8pt 

 自 動 車 67.9% 63.4% △4.5pt 64.3% 0.9pt 

 自 賠 責 92.4% 84.2% △8.2pt 81.9% △2.3pt 

 そ の 他 56.3% 53.4% △2.9pt 57.0% 3.6pt 

 合　　計 72.0% 65.0% △7.0pt 66.2% 1.2pt 

除く家計地震・自賠責 69.1% 62.1% △7.0pt 63.8% 1.7pt 

2013年度 2014年度（見込）2012年度

増収率 増収率

 火　災 3,142 3,480 10.7% 3,589 3.1% 

 海　上 633 679 7.3% 693 2.0% 

 傷　害 2,149 2,173 1.1% 2,196 1.0% 

 自 動 車 12,354 12,672 2.6% 12,961 2.3% 

 自 賠 責 3,100 3,377 8.9% 3,480 3.0% 

 そ の 他 2,794 2,907 4.1% 2,971 2.2% 

 合　　計 24,174 25,291 4.6% 25,890 2.4% 

 除く家計地震・自賠責 21,056 20,901 4.0% 22,397 2.3% 

2013年度 2014年度（見込）

（億円）

正味損害率正味収入保険料 （億円）

※1 インカードロス＝正味支払保険金＋支払備金積増額
※2 「自然災害」は、当年度発生国内自然災害、大雪（2014年2月発生）およびタイ洪水をいう。

「自然災害」には、タイ洪水のインカードロス（2012年度6億円、2013年度△230億円）、2014年2月発生の大雪に伴うインカードロス（2013年度821億円）を含む。



MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

社費・手数料

三井住友海上＋あいおいニッセイ同和損保（単体単純合算）

2012年度

前期比 前期比

 保険引受社費 3,776 3,950 173 4,106 156 

 損害調査費 1,273 1,294 20 1,393 97 

 その他 168 173 5 182 8 

 社費合計 5,218 5,418 200 5,681 262 

 人件費 2,805 2,793 △12 2,885 92 

 物件費 2,179 2,389 209 2,562 172 

 税金・拠出金等 233 235 2 234 △1 

 諸手数料及び集金費 4,244 4,437 193 4,658 220 

2013年度 2014年度（見込）

2012年度

前期比 前期比

 正味手数料率 17.6% 17.5% △0.1pt 18.0% 0.5pt 

 正味社費率 15.6% 15.6% 0.0pt 15.9% 0.3pt 

 正味事業費率 33.2% 33.2% 0.0pt 33.9% 0.7pt 

　　同　　（除く家計地震・自賠責） 34.8% 35.2% 0.4pt 36.0% 0.8pt 

2013年度 2014年度（見込）

事業費率

（億円）

MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

三井住友海上＋あいおいニッセイ同和損保（単体単純合算）

2012年度

前期比 前期比

 利息及び配当金収入 1,624 1,777 152 1,495 △282 

 積立保険料等運用益振替 △644 △608 35 △570 38 

 ネット利息及び配当金収入 980 1,168 188 924 △244 

 有価証券売却損益 604 743 139 216 △527 

 有価証券評価損　　　 △381 △70 311 △80 △9 

 有価証券償還損益 △73 11 85 △39 △50 

 金融派生商品損益 39 83 43 44 △38 

 その他 △145 △154 △8 △157 △2 

 資産運用損益 1,022 1,781 759 908 △874 

2013年度 2014年度（見込）

2012年度

前期比 前期比

 公社債 356 347 △8 325 △22 

 株式 445 515 69 520 4 

 外国証券 436 561 124 404 △156 

 その他有価証券 84 89 4 14 △74 

 貸付金 143 121 △21 111 △10 

 土地・建物 102 107 5 95 △12 

 その他 55 34 △20 25 △9 

 合計 1,624 1,777 152 1,495 △282 

2013年度 2014年度（見込）

資産運用損益の概要

利息及び配当金収入の主な内訳

（億円）

（億円）



 



【参考資料】 中期経営計画 「Next Challenge 2017」



ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループ

中期経営計画

Ｎｅｘｔ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ２０１７

2014年6月3日

－ 世界トップ水準の保険･金融グループの実現に向けて －

1計画期間

◆前中期経営計画を「ＭＳ＆ＡＤ統合の創業期間」、新中期経営計画を「統合の進化・発展期間」と位置づける。

◆計画期間は２０１４－２０１７年度の４年間とし、前半２年間【ステージ１】を「機能別再編実施を中心とした、一層の飛躍の
ための態勢強化期間」、後半２年間【ステージ２】を「再編効果を含めた飛躍実現期間」とする。

２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度
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統合の創業期間

●
関
連
会
社
合
併

２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度

新中計「Ｎｅｘｔ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ２０１７」（２０１４－２０１７年度）

統合の進化・発展期間

再編の段階的・計画的実施

ステージ１ ステージ２

目指す業績向上ライン

再編効果発現の追求

●
機
能
別
再
編
公
表

●
機
能
別
再
編
最
終
合
意

再編後事業運営の定着

機能別再編実施を中心とした、
一層の飛躍のための態勢強化期間

再編効果を含めた飛躍実現期間



2グループの目指す姿

◆グループ創業時に策定した「ミッション・ビジョン・バリュー」を引き続き掲げて、実現・達成のため不断の取組みを継続する。

経営理念

（ミッション）

経営理念

（ミッション）

経営ビジョン経営ビジョン

行動指針

（バリュー）

行動指針

（バリュー）

Ｍ
Ｓ
＆
Ａ
Ｄ
イ
ン
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
の
目
指
す
姿

Ｍ
Ｓ
＆
Ａ
Ｄ
イ
ン
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
の
目
指
す
姿

グループの存在意義グループの存在意義

グループが中期的に目指す姿グループが中期的に目指す姿

経営理念（ミッション）を実現
するために、グループの全社
員が行動する際に大事にする
こと

経営理念（ミッション）を実現
するために、グループの全社
員が行動する際に大事にする
こと

グローバルな保険・金融サービス事業を通じて、安心と安全を提供し、活力ある社会の発展

と地球の健やかな未来を支えます

グローバルな保険・金融サービス事業を通じて、安心と安全を提供し、活力ある社会の発展

と地球の健やかな未来を支えます

持続的成長と企業価値向上を追い続ける世界トップ水準の保険・金融グループを創造します持続的成長と企業価値向上を追い続ける世界トップ水準の保険・金融グループを創造します

【チームワーク】
TEAMWORK

（チームワーク）

【チームワーク】
TEAMWORK

（チームワーク）

【革新】
INNOVATION

（イノベーション）

【革新】
INNOVATION

（イノベーション）

【誠実】
INTEGRITY

（インテグリティ）

【誠実】
INTEGRITY

（インテグリティ）

わたしたちは、お互いの個性と意見を尊重し、知識とアイ

デアを共有して、ともに成長します

わたしたちは、お互いの個性と意見を尊重し、知識とアイ

デアを共有して、ともに成長します

わたしたちは、ステークホルダーの声に耳を傾け、絶えず

自分の仕事を見直します

わたしたちは、ステークホルダーの声に耳を傾け、絶えず

自分の仕事を見直します

わたしたちは、あらゆる場面で、あらゆる人に、誠実、親切、
公平・公正に接します
わたしたちは、あらゆる場面で、あらゆる人に、誠実、親切、
公平・公正に接します

【お客さま第一】
CUSTOMER FOCUSED 

（カスタマー・フォーカス）

【お客さま第一】
CUSTOMER FOCUSED 

（カスタマー・フォーカス）

わたしたちは、常にお客さまの安心と満足のために、行動

します

わたしたちは、常にお客さまの安心と満足のために、行動

します

【プロフェッショナリズム】
PROFESSIONALISM

（プロフェッショナリズム）

【プロフェッショナリズム】
PROFESSIONALISM

（プロフェッショナリズム）

わたしたちは、自らを磨き続け、常に高い品質のサービスを

提供します

わたしたちは、自らを磨き続け、常に高い品質のサービスを

提供します

3グループ基本戦略

◆成長の持続、健全性の確保、および収益性と資本効率の向上を基軸に、グループ全体としての企業価値を拡大させる。

推 進 ド ラ イ バ ー

機 能 別 再 編 の 完 遂

Ｅ Ｒ Ｍ 経 営 の 推 進

■機能別再編の完遂

■グループガバナンスの強化とＥＲＭ経営の推進

■環境変化に合わせた事業構造の変革

■プロフェッショナルとしてチャレンジする企業文化の浸透と人財の育成

■機能別再編の完遂

■グループガバナンスの強化とＥＲＭ経営の推進

■環境変化に合わせた事業構造の変革

■プロフェッショナルとしてチャレンジする企業文化の浸透と人財の育成

業界初のビジネスモデルにチャレンジする「機能別再編」は、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井
住友海上あいおい生命および持株会社が中心となってやり遂げ、成長と効率化を同時実現し、目指す目的を

達成する。

業界初のビジネスモデルにチャレンジする「機能別再編」は、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井
住友海上あいおい生命および持株会社が中心となってやり遂げ、成長と効率化を同時実現し、目指す目的を

達成する。

リスク・リターン・資本のバランスを勘案した、フォワードルッキングなＥＲＭ経営を推進する。

○リスク選好の枠組み、ＯＲＳＡプロセスを活用したＥＲＭサイクルの構築による経営管理をすすめる。

○リスク管理の一段の高度化を図り、国際的な資本規制・監督強化に対応する。

リスク・リターン・資本のバランスを勘案した、フォワードルッキングなＥＲＭ経営を推進する。

○リスク選好の枠組み、ＯＲＳＡプロセスを活用したＥＲＭサイクルの構築による経営管理をすすめる。

○リスク管理の一段の高度化を図り、国際的な資本規制・監督強化に対応する。

グループ保険会社

関連事業会社

持株会社

グループ

・経済成長を戦略的に取り込み、不断の品質向上取組み、特長・強みを活かした成長戦略によるお客さま支持
の拡大および 収益改善取組みの推進により、持続的成長を実現する。

・統合シナジーの本格発揮により、現状を超える水準で各々の役割を果たすための態勢・基盤を整備する。

・グループ会社に対する経営管理態勢を拡充し、機能を発揮してグループガバナンスを強化するとともにＥＲＭ
経営をリードする。

・グループとして、資本効率が高く成長性のある事業・領域への新規投資を実施する。
・グループ全社を挙げて、人財育成と役割の変革・高度化による組織生産性の向上を推進する。
・ステークホルダーとのコミュニケーションを基軸に、商品・サービスの品質向上を通じ信頼を獲得するとともに、
社会的課題の解決に貢献する。



4

持続的な
成長サイクル

〔グループ基本戦略の全体像〕

グループ全体としての企 業 価 値 の拡大

機能別再編の完遂

特長・強みを発揮した成長戦略特長・強みを発揮した成長戦略 機能集約による効率化機能集約による効率化

環境変化に合わせた事業構造の変革

成長事業・領域への新規投資成長事業・領域への新規投資 収益構造の変革収益構造の変革

ミッション・ビジョン・バリューの実現

成長の持続

不断の品質向上取組み不断の品質向上取組み

お客さまからの支持・信頼お客さまからの支持・信頼

収益性の向上健全性の確保

資本効率の向上

最適資源配分最適資源配分

リスク・リターン管理リスク・リターン管理

統合シナジーの発揮統合シナジーの発揮

保険収支の安定的黒字化保険収支の安定的黒字化強固な財務基盤強固な財務基盤

リスクの適切な管理リスクの適切な管理

チャレンジする企業文化と人財育成

役割の変革による生産性向上役割の変革による生産性向上 社員・代理店がともに成長社員・代理店がともに成長

持株会社による経営管理態勢の拡充

グループガバナンスの強化グループガバナンスの強化 ＥＲＭ経営の推進ＥＲＭ経営の推進

5機能別再編計画 〔全体コンセプト〕

◆保険業法改正で可能となった過去に例のないスタイルによるグループ内再編にチャレンジし、スピード感をもって、

グループとして一段の進化を図る。

グループの持続的な成長と企業価値の拡大グループの持続的な成長と企業価値の拡大

グループ全体での「成長」と「効率化」の実現グループ全体での「成長」と「効率化」の実現

多様化するお客さまニーズへの対応を図るため、中核損保２社の特長を最大限発揮多様化するお客さまニーズへの対応を図るため、中核損保２社の特長を最大限発揮

持株会社を中心としたグループガバナンス態勢の強化持株会社を中心としたグループガバナンス態勢の強化

○一時コスト・ロードを抑制しつつ、グループ経営の効率性向上を進め、スピード感を持った事業展開を行う。
○グループ内に特色ある損害保険会社を複数有することのメリットを追求して、お客さまからの支持・満足度向上を実現し、国内Ｎｏ．１

損保グループの地位を確固たるものとする。
○第三分野長期領域について、三井住友海上あいおい生命に商品を一元化することにより、経営資源の集中化を図り、効率的なオペ

レーションを実現するとともに、グループ全体での総合力発揮により、お客さま満足度、成長力、収益力において損保系生保Ｎｏ．１の
地位を獲得する。

○独自のノウハウや経営資源の相互利用・共有により、より多様な商品・サービス・支援施策の開発・提供や営業活動でのシナジーの
発揮、生産性の向上や効率化の一層の進展を加速する。

○持株会社が、グループ各社の経営計画策定や検証等への関与を強化し、機能別再編推進、グループシナジー追求に向けた指示・
調整機能発揮態勢を強化する。

○持株会社は、グループ会社における内部監査態勢のチェックに主体的に関与し、牽制機能を強化する。

○中核損保２社の事業コンセプトを明確にし、お客さまに対し複数の選択肢を提供することにより、様々なマーケットと多様化するお客
さまニーズに幅広くお応えする。

○中核損保２社が、それぞれの強みや独自の事業戦略に経営資源を集中投下し、より高い品質・競争力をもった戦略展開を実現して、
成長を加速する。



6機能別再編計画 〔再編内容・スケジュール〕

マリン・航空分野再編

■ＭＳＩへの船舶、航空・宇宙、貨物・運送保険の集約
○ＭＳＩへの集約によりマリン分野でＭＳＩ個社としてトップシェアを獲得し、スケールメリットを活かしたさらなる

強みの発揮によりリーディングポジションを確立

○航空・宇宙分野についてもＭＳＩに集約しつつ、ＡＤＩとの連携・共同

取組みを強化しマーケットシェア・プレゼンスを向上

■ＭＳＩへの船舶、航空・宇宙、貨物・運送保険の集約
○ＭＳＩへの集約によりマリン分野でＭＳＩ個社としてトップシェアを獲得し、スケールメリットを活かしたさらなる

強みの発揮によりリーディングポジションを確立

○航空・宇宙分野についてもＭＳＩに集約しつつ、ＡＤＩとの連携・共同

取組みを強化しマーケットシェア・プレゼンスを向上

船舶、航空・宇宙

２０１４年４月～

貨物・運送

２０１４年10月～

モーターチャネル再編

■ＡＤＩを主たる取引先とするＭＳＩモーターチャネル代理店（取扱い契約）のＡＤＩへの集約
○モーターチャネルトップシェアのＡＤＩへの集約と両社ノウハウの相互活用により、グループとしてモーター

チャネルにおけるリーディングポジションを確立

■ＡＤＩを主たる取引先とするＭＳＩモーターチャネル代理店（取扱い契約）のＡＤＩへの集約
○モーターチャネルトップシェアのＡＤＩへの集約と両社ノウハウの相互活用により、グループとしてモーター

チャネルにおけるリーディングポジションを確立
２０１４年10月～

地域拠点・販売網再編

■地域における拠点の集約・統廃合、販売網（取扱い契約）の移行
○遠隔対応の排除、小規模拠点の統廃合等により、グループとして

拠点対応の最適化を図り、営業対応力・サービス力を強化すると

ともに、営業効率を向上させ新規開拓活動を強化

■地域における拠点の集約・統廃合、販売網（取扱い契約）の移行
○遠隔対応の排除、小規模拠点の統廃合等により、グループとして

拠点対応の最適化を図り、営業対応力・サービス力を強化すると

ともに、営業効率を向上させ新規開拓活動を強化

２０１５年４月～

（一部地域は2014年

10月～先行実施）

移行保険料： 175億円移行保険料： 175億円

移行代理店数： 1,600店移行代理店数： 1,600店

移行拠点数： 100拠点
移行代理店数： 3,800店
移行拠点数： 100拠点
移行代理店数： 3,800店

■ＭＳＩ・ＡＤＩの近接拠点の集約、同一ビルの共同利用
○不動産コスト・物流コストの圧縮、両社共同作業を効率化するとともに、連携・コミュニケーションを強化し、

さらなる一体感を醸成

○コンピュータ・事務センター、研修所、社宅等についても検討

■ＭＳＩ・ＡＤＩの近接拠点の集約、同一ビルの共同利用
○不動産コスト・物流コストの圧縮、両社共同作業を効率化するとともに、連携・コミュニケーションを強化し、

さらなる一体感を醸成

○コンピュータ・事務センター、研修所、社宅等についても検討

２０１３年10月～

拠点統廃合地域 ：90地域拠点統廃合地域 ：90地域

■第三分野長期契約の商品供給機能をＭＳＡ生命に一元化
○生保商品との親和性の高さを活かした商品開発をすすめるとともに、ＭＳＩ・ＡＤＩ・ＭＳＡ生命の３社が同一

商品を販売することにより商品ブランド・マーケット認知度を向上

○保全・保険金支払業務の集中化によりサービス力を向上させるとともに、効率的なオペレーションを構築

■第三分野長期契約の商品供給機能をＭＳＡ生命に一元化
○生保商品との親和性の高さを活かした商品開発をすすめるとともに、ＭＳＩ・ＡＤＩ・ＭＳＡ生命の３社が同一

商品を販売することにより商品ブランド・マーケット認知度を向上

○保全・保険金支払業務の集中化によりサービス力を向上させるとともに、効率的なオペレーションを構築

新規契約移行
２０１４年４月～

保有契約業務委託
２０１５年１月～

保有契約移行
２０１８年度～

■日系事業をＭＳＩに集約、ＡＤＩはトヨタリテール事業を強化
○ＭＳＩは新規事業投資、Ｍ＆Ａを含めて総合的に事業展開

○ＡＤＩは引き続きトヨタリテール事業を中心に強化

○両社のファシリティの相互活用、業務運営の一体化により収益性・効率性を向上

■日系事業をＭＳＩに集約、ＡＤＩはトヨタリテール事業を強化
○ＭＳＩは新規事業投資、Ｍ＆Ａを含めて総合的に事業展開

○ＡＤＩは引き続きトヨタリテール事業を中心に強化

○両社のファシリティの相互活用、業務運営の一体化により収益性・効率性を向上

■持株会社・ＭＳＩ・ＡＤＩの本社機能の集約・再編とグループガバナンス強化
○重複機能の集約、管理スキームの統一、業務の標準化・簡略化により、経営管理の高度化、本社体制の

スリム化、意思決定の迅速化を同時実現

○持株会社体制の強化により、グループ戦略達成およびシナジー追求に向けた指示・調整機能、内部管理
態勢におけるチェック機能を発揮

■持株会社・ＭＳＩ・ＡＤＩの本社機能の集約・再編とグループガバナンス強化
○重複機能の集約、管理スキームの統一、業務の標準化・簡略化により、経営管理の高度化、本社体制の

スリム化、意思決定の迅速化を同時実現

○持株会社体制の強化により、グループ戦略達成およびシナジー追求に向けた指示・調整機能、内部管理
態勢におけるチェック機能を発揮

拠 点 の 共 同 利 用

第 三 分 野 再 編

海 外 事 業 再 編

本 社 機 能 再 編

２０１４年４月～

２０１３年10月～

7ＥＲＭ経営の推進
※ＥＲＭ：Enterprise Risk Management 統合的リスク管理、全社的リスク管理

◆グループが保有するリスクを全社的視点で定量的・定性的に把握し、その特性を踏まえ「リスク」「リターン」「資本」をバラ
ンスよくコントロールしたリスク選好に基づく経営資源の配分を行い、「健全性」を基盤に「成長の持続」と「収益性・資本効
率の向上」を実現し、企業価値の拡大を目指す。

経営計画の遂行経営計画の遂行

対応策・改善策の策定対応策・改善策の策定

○保有するリスクを全社的視点
で定量的・定性的に把握する

リスクの
特定・把握

（リスクプロファイル）

リスクの
特定・把握

（リスクプロファイル）

○モニタリングを行い必要に応じて
対応策・改善策を策定・実行する

リスク選好状況
のモニタリング
リスク選好状況
のモニタリング

○リスク選好対比で事業の評価を行う
・事業ドメイン別の利益規模、収益性、
資本効率、リスク対比リターン

リスク選好対比
での事業評価
リスク選好対比
での事業評価

リスクベース指標の導入

ＥＲＭサイクル
（経営のＰＤＣＡ）

○リスク選好方針を策定する
1.財務健全性確保のためのリスクキャパシティの設

定（ストレスバッファの決定）
2.資本政策の策定（目標とする健全性・資本効率の

レベルとポートフォリオ多角化のための事業投資）
3.リスク選好の決定（リスクの選択とコントロール方

針、最適なバランスの追求）
4.資本配賦とリスクリミット（許容水準）の設定
5.管理する重要リスクの設定
6.モニタリング指標の設定

リスクの選好

（リスクアペタイト）

リスクの選好

（リスクアペタイト）

○リスク選好方針と連動した経営計画を策定する
・事業ポートフォリオ戦略の策定
・事業ドメイン別の戦略の策定
・事業投資戦略の策定
・収益改善策の策定
・経営数値目標の設定

経営計画策定経営計画策定

「リスク」「リターン」「資本」をバランスよくコントロールした
リスク選好と経営資源配分

計
画
連
動

リターン
（利益）

資本 リスク
健全性

バランス

企業価値の拡大

内部モデルの精緻化・活用

「健全性」を基盤に「成長の持続」「収益性・資本効率の向上」を実現

ＥＲＭ委員会の設置

ＯＲＳＡ報告書の活用

※ＯＲＳＡ：Own Risk and Solvency Assessment  リスクとソルベンシーの自己評価

経
営
戦
略
と
リ
ス
ク
管
理
の
整
合

リスク管理の高度化



8事業ドメイン毎の戦略

◆国内損害保険、国内生命保険、海外、金融サービス、リスク関連サービスを事業ドメインとし、それぞれの事業を拡大する

ことにより、グループとして成長する。

国 内 損 保 事 業

国 内 生 保 事 業

海 外 事 業

金 融 サ ー ビ ス 事 業

リスク関連サービス事業

○機能別再編により、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の強みを発揮した成長戦略を推進し、規模を
拡大する。

○効率的な事業運営により収益性を向上させ、利益拡大に貢献するとともに、事業リスク・保険引受リスクの分
散に寄与する。

○機能別再編により、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の強みを発揮した成長戦略を推進し、規模を
拡大する。

○効率的な事業運営により収益性を向上させ、利益拡大に貢献するとともに、事業リスク・保険引受リスクの分
散に寄与する。

○保障型商品と資産形成型商品の両分野をバランスよく展開し、業界トップレベルの成長性を維持する。

○適切な商品ポートフォリオにより収益性を向上させ、財務基盤を強化し、グループの利益拡大に貢献する。

○保障型商品と資産形成型商品の両分野をバランスよく展開し、業界トップレベルの成長性を維持する。

○適切な商品ポートフォリオにより収益性を向上させ、財務基盤を強化し、グループの利益拡大に貢献する。

○三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保は、事業コンセプトを明確化し、機能別再編を実行する。

加えて、保険引受収支の安定的黒字化、システム統合による業務プロセス革新および個社効率化施策の

実施により、事業基盤を強固にし、国内トップの成長と効率的経営による収益力強化を実現する。

○三井ダイレクト損保とあわせ、グループ全体で多様なお客さまニーズへの対応を万全にし、国内Ｎｏ．１損保

グループの地位を確保する。

○三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保は、事業コンセプトを明確化し、機能別再編を実行する。

加えて、保険引受収支の安定的黒字化、システム統合による業務プロセス革新および個社効率化施策の

実施により、事業基盤を強固にし、国内トップの成長と効率的経営による収益力強化を実現する。

○三井ダイレクト損保とあわせ、グループ全体で多様なお客さまニーズへの対応を万全にし、国内Ｎｏ．１損保

グループの地位を確保する。

○多様化するお客さまニーズに対して、グループの特長を活かした新たな金融商品・サービスを開発・提供して、

保険・金融グループとしての総合力を発揮する。

○多様化するお客さまニーズに対して、グループの特長を活かした新たな金融商品・サービスを開発・提供して、

保険・金融グループとしての総合力を発揮する。

○グローバルなリスク・ソリューション・サービス事業を展開し、保険事業とのシナジーを発揮させる。○グローバルなリスク・ソリューション・サービス事業を展開し、保険事業とのシナジーを発揮させる。

損害保険事業

生命保険事業

三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の海外拠点の業務について、一体的運営体制
を構築することにより、管理コストを削減

合弁・提携生保社の収益力向上に向けた経営関与、技術・ノウハウ支援を強化

9各事業会社の戦略

◆グループ全体戦略の下に、各事業会社の特長・強みを活かして多様化するお客さまニーズに対応し成長戦略を推進する

とともに、グループシナジーの発揮による効率的な事業運営により、グループ総合力を発揮する。

三 井 住 友 海 上三 井 住 友 海 上
○総合力を発揮して、他社優位性のある商品・サービスを提供し、国内外を問わずグローバルに保険・

金融サービス事業を展開する。

○総合力を発揮して、他社優位性のある商品・サービスを提供し、国内外を問わずグローバルに保険・

金融サービス事業を展開する。

あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 保あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 保

三 井 住 友 海 上 あ い お い 生 命三 井 住 友 海 上 あ い お い 生 命

三井住友海上プライマリー生命三井住友海上プライマリー生命

三 井 ダ イ レ ク ト 損 保三 井 ダ イ レ ク ト 損 保

○独自の強みであるトヨタ・ニッセイグループとのパートナー関係をさらに強化し特長を活かすとともに、

他社優位性のある商品・サービスを提供し、地域密着営業を展開する。

○海外においては引き続きトヨタディーラーを通じたリテール事業を中心に展開する。

○独自の強みであるトヨタ・ニッセイグループとのパートナー関係をさらに強化し特長を活かすとともに、

他社優位性のある商品・サービスを提供し、地域密着営業を展開する。

○海外においては引き続きトヨタディーラーを通じたリテール事業を中心に展開する。

○ＷＥＢ中心のビジネスモデルをさらに発展させ、収益力を向上し、ダイレクトビジネスの環境変化に対応

できる基盤を構築する。

○ＷＥＢ中心のビジネスモデルをさらに発展させ、収益力を向上し、ダイレクトビジネスの環境変化に対応

できる基盤を構築する。

○損保代理店によるクロスセルを軸に、金融機関・生保代理店・直販チャネルを通じて、高品質の商品・
サービスを提供するとともに、バランスのよい商品ポートフォリオを実現してＥＶを増加させる。

○グループ内の商品供給を一手に担う第三分野は、お客さま対応レベルをより向上させるとともに、経
営資源の集中により効率的なオペレーションを実現させ、グループ全体での総合力を発揮して、お客
さま満足度・成長力・収益力において損保系生保Ｎｏ．１を目指す。

○損保代理店によるクロスセルを軸に、金融機関・生保代理店・直販チャネルを通じて、高品質の商品・
サービスを提供するとともに、バランスのよい商品ポートフォリオを実現してＥＶを増加させる。

○グループ内の商品供給を一手に担う第三分野は、お客さま対応レベルをより向上させるとともに、経
営資源の集中により効率的なオペレーションを実現させ、グループ全体での総合力を発揮して、お客
さま満足度・成長力・収益力において損保系生保Ｎｏ．１を目指す。

○個人年金分野で、変額・定額を両輪にお客さまニーズに応じた商品を提供する。

○適切なリスクコントロールにより継続的に利益を確保するとともに、財務基盤を強化する。

○個人年金分野で、変額・定額を両輪にお客さまニーズに応じた商品を提供する。

○適切なリスクコントロールにより継続的に利益を確保するとともに、財務基盤を強化する。



10資本政策

◆財務健全性、資本効率および株主還元の最適なバランスを追求し、企業価値を向上させる。

財務健全性
○ＡＡ格基準に見合う水準の財務基盤を確立する。

○計画的な準備金の積み増し等により、担保力の強化を図る。

○資産運用は、ＡＬＭ運用を基本とし、安全性・流動性と安定的な収益を確保する。

○戦略株式の継続的削減により、リスク性資産を圧縮するとともに、成長領域への新規投資ファンドを増大させる。

○ＡＡ格基準に見合う水準の財務基盤を確立する。

○計画的な準備金の積み増し等により、担保力の強化を図る。

○資産運用は、ＡＬＭ運用を基本とし、安全性・流動性と安定的な収益を確保する。

○戦略株式の継続的削減により、リスク性資産を圧縮するとともに、成長領域への新規投資ファンドを増大させる。

資本基盤の充実とリスクの抑制により、財務の健全性を確保する資本基盤の充実とリスクの抑制により、財務の健全性を確保する

資本効率 ○国内外において、成長性・収益性の高い領域へ積極的に投資する。

○事業ポートフォリオの多角化により、リスク分散効果を発揮するとともに、資本効率を向上させる。

○国内外において、成長性・収益性の高い領域へ積極的に投資する。

○事業ポートフォリオの多角化により、リスク分散効果を発揮するとともに、資本効率を向上させる。

最適資源配分および成長と事業ポートフォリオの多角化により、資本効率を向上させる最適資源配分および成長と事業ポートフォリオの多角化により、資本効率を向上させる

株主還元 ○配当水準は安定性維持を基本とし、収益力をさらに高めて中期的に増配基調を目指す。

○自己株式の取得は、市場環境・資本の状況も勘案して機動的・弾力的に実施する。

○配当水準は安定性維持を基本とし、収益力をさらに高めて中期的に増配基調を目指す。

○自己株式の取得は、市場環境・資本の状況も勘案して機動的・弾力的に実施する。

中期的にグループコア利益の５０％を目処に株主還元を行う中期的にグループコア利益の５０％を目処に株主還元を行う

11資産運用戦略

◆安全性・流動性を重視しつつ、ＡＬＭ運用を基本に安定的な運用収益を確保するとともに、戦略株式の削減を中心に

リスク性資産の圧縮を進め、より強固な財務基盤を構築して、企業価値向上に貢献する。

資産運用収益の

安定的な確保

リスク対比収益

の向上

適切な

リスクコントロール

○安全性・流動性を確保しつつ、保険負債の特性を踏まえた資産・負債の統合管理（ＡＬＭ）により、

資産運用収益の安定的な確保を目指す。

○安全性に配慮しつつ分散投資を行い、運用資産ポートフォリオのリスク対比収益の向上を目指す。

○戦略株式の削減を中心にリスク性資産の圧縮を進め、強固な財務体質を維持する。

○不安定な金融市場環境が続く中で、リスクを適切にコントロールし、時価純資産を拡大して、企業価値

向上に貢献する。

戦略株式
削減計画
戦略株式
削減計画

２０１４－２０１７年度

計画（グループ計）

３，０００億円



12グループ経営数値目標

２０１５年度 ２０１７年度

目標 目標

グループコア利益 １，２００億円 １，６００億円

国内損保事業 ７６０億円 １，０００億円

国内生保事業 １３０億円 １６０億円

海外保険事業 ２７０億円 ３９０億円

金融サービス事業
リスク関連サービス事業

連結正味収入保険料 ３０，０００億円 ３１，０００億円

損保コンバインドレシオ ９５％水準 ９５％以下

ＭＳＡ生命ＥＶ増加額 ４００億円超 ４５０億円超

グループＲＯＥ ５．４％ ７．０％

４０億円 ５０億円

目標項目

※グループコア利益 ＝ 連結当期利益 － 株式キャピタル損益（売却損益・評価損） － クレジットデリバティブ評価損益 － 特殊要因（特別損益等） ＋ 非連結グループ会社持分利益
※グループＲＯＥ ＝ グループコア利益 ÷ 連結純資産（期初・期末平均、除く少数株主持分）

将来利益も含めた経済価値ベースの指標として、「ＭＳＡ生命のＥＶ増加額」を新たに経営数値目標に加える。

13〔効率化計画〕

◆システム統合効果、機能別再編効果をしっかりと取り切るとともに、個社効率化取組み効果の積み上げにより、２０１７

年度において２０１１年度対比で年間５００億円以上の社費削減効果を実現する。

ユニティ稼動によるシステム開発・運営コストの効率化ユニティ稼動によるシステム開発・運営コストの効率化

ＡＤＩの３ホスト統合によるシステム運営コストの効率化ＡＤＩの３ホスト統合によるシステム運営コストの効率化

機能別再編による物件費・要員の効率化機能別再編による物件費・要員の効率化

機能別再編を契機とした個社の効率化取組み機能別再編を契機とした個社の効率化取組み

△５０億円

△１０５億円

△１００億円

△２４５億円

機能別再編に係る一時コスト ８０億円（２０１３－２０１７年度）

２０１７年度（２０１１年度対比）

のコスト削減効果を実現

年間△５００億円以上



14〔国内損保事業・保険引受収支の安定的黒字化〕

◆コア事業である国内損保事業において、２０１５年度までにコンバインド・レシオ９５％水準を達成・維持し、保険引受収支

の安定的黒字化を図る。

◆損害率改善の取組みを加速するとともに、システム統合・機能別再編によるコスト効率化シナジーの発揮、役割の変革に

よる生産性の向上を実現する。

２０１５年度

コンバインド・レシオ

の達成・維持

［種目共通］

○適切な料率設計と営損連携によるアンダーライティング、ロス・プリベンション活動

［最大種目である自動車保険］

○高ロス代理店、高ロスフリート契約者の改善取組み指導・サポート

○適正な支払い － 不当請求の排除

○適切な単価 － 提携工場への入庫誘導の推進、リサイクル部品活用の強化

［種目共通］

○適切な料率設計と営損連携によるアンダーライティング、ロス・プリベンション活動

［最大種目である自動車保険］

○高ロス代理店、高ロスフリート契約者の改善取組み指導・サポート

○適正な支払い － 不当請求の排除

○適切な単価 － 提携工場への入庫誘導の推進、リサイクル部品活用の強化

損害率改善取組みの加速損害率改善取組みの加速

○システム基盤の統合による開発・メンテナンスコストの圧縮

○機能別再編による効率的な事業運営

○システム基盤の統合による開発・メンテナンスコストの圧縮

○機能別再編による効率的な事業運営

コスト効率化シナジーの発揮コスト効率化シナジーの発揮

○業務プロセスの革新による効率的な事務・業務体制の構築、最適要員配置

○社員一人ひとりの役割の変革、女性活躍推進の加速

○業務プロセスの革新による効率的な事務・業務体制の構築、最適要員配置

○社員一人ひとりの役割の変革、女性活躍推進の加速

生産性の向上生産性の向上

９５％水準
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○持株会社を中心に大規模プロジェクト管理の一元化態勢を構築する。

○グループ全体のシステムリスク分析に基づくリスク対策・災害対策、および海外システム管理態勢等を強化する。

○グループ共通のＩＴ部門に関する行動原則・人財育成方針のもと、システム開発の内部化・高度化および組織力

向上により開発力を強化する。

○持株会社を中心に大規模プロジェクト管理の一元化態勢を構築する。

○グループ全体のシステムリスク分析に基づくリスク対策・災害対策、および海外システム管理態勢等を強化する。

○グループ共通のＩＴ部門に関する行動原則・人財育成方針のもと、システム開発の内部化・高度化および組織力

向上により開発力を強化する。

○モバイル対応や新技術の採用などにより、お客さま・代理店・社員にとって利便性の高いシステムを導入し、グル

ープの成長戦略を支える。

○ＩＴを活用した業務の効率化・適正化を推進し、代理店・社員の時間創出を実現する。

○モバイル対応や新技術の採用などにより、お客さま・代理店・社員にとって利便性の高いシステムを導入し、グル

ープの成長戦略を支える。

○ＩＴを活用した業務の効率化・適正化を推進し、代理店・社員の時間創出を実現する。

○さらなるシナジー発揮に向けて、グループ内のホストやシステムの最適配置・統廃合・共通化を推進する。

○システム構造のシンプル化・最適化とビジネスプロセスの見直しを進める。

○システム運営に関わる固定費を削減し、システム総コストを増加させずに戦略的なシステム投資を拡大する。

○さらなるシナジー発揮に向けて、グループ内のホストやシステムの最適配置・統廃合・共通化を推進する。

○システム構造のシンプル化・最適化とビジネスプロセスの見直しを進める。

○システム運営に関わる固定費を削減し、システム総コストを増加させずに戦略的なシステム投資を拡大する。

〔ＩＴ戦略〕

◆ＩＴガバナンスの強化、システム構造改革の推進、利便性の高いシステムの導入により、グループの成長戦略を支える。

グループの成長戦略
を支える対応

グループの成長戦略の推進に向けた重点領域を中心にシステム投資を行うグループの成長戦略の推進に向けた重点領域を中心にシステム投資を行う

システム構造改革

システム構造改革の推進とビジネスプロセスの見直しにより、生産性向上を実現するシステム構造改革の推進とビジネスプロセスの見直しにより、生産性向上を実現する

ＩＴガバナンスの強化

ＩＴガバナンスを強化し、グループ全体のシステム品質を向上させるＩＴガバナンスを強化し、グループ全体のシステム品質を向上させる
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